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第４章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

４－1 事業手法の選定フローと選定結果 

（１）計画の対象 

計画対象の住宅は、公営住宅 513戸、特公賃２戸、単独住宅 69戸の計584 戸とします。 

 

市営住宅管理一覧(令和３年３月末見込み) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営住宅
区分 地域 団地名称 建設年度 構造 戸数

塩屋堀住宅 1953、1962 簡二、木造 12
新生町住宅 1959 木造 4
郷野原住宅 1973～1975 簡二 24
土川住宅 1965 簡平 2
袴田住宅 1962、1965 木造、簡平 10
照島住宅 1965 簡平 5
大六野住宅 1965 簡平 4
旭住宅 1965 簡平 5
羽島住宅 1965 簡平 5
胡麻掘住宅 1966 簡平 4
松尾住宅 1966 簡平 4
森木住宅 1966 簡平 11
新田住宅 1972～1973 簡二 11
松下住宅 1986 木造 6
芹ケ野住宅 1988～1989 木造 14
金山住宅 1989 木造 4
ひばりが丘団地 1989～1990 中耐 80
文京町団地 1993～1994 中耐 52
ウッドタウン 1998～2013、2015～2018 木造 54
荒川住宅 2001～2003、2005 木造 8
酔之尾東団地 1980 中耐 16
浜西住宅 2018 低耐 8

343
佐保井住宅 1976～1977 簡二 27
珍ノ山住宅 1979 簡二 5
中組住宅 1981、1984～1985 簡二、低耐 22
日ノ出住宅 1997～2000、2002 中耐 98
平佐原住宅 2004～2005 中耐 18

170
513

串木野 ウッドタウン 1998 木造 2
2

酔之尾東団地 1980 中耐 64
羽島地域振興住宅 2015 木造 2
荒川地域振興住宅 2017 木造 2
旭地域振興住宅 2018 木造 1

69
584

県営住宅
区分 地域 団地名称 建設年度 構造 戸数

ひばりが丘団地 1989～1990 中耐 58
串木野団地 1974～1976 中耐 111
ウッドタウン串木野団地 1998～2000 木造 48
橋之口団地 1978～1980 中耐 48

市来 市来団地 1986～1988 中耐 48
313

準公営住宅 串木野 ウッドタウン串木野団地 1997～2000 木造 4
4

特定公共賃貸住宅 串木野 ウッドタウン串木野団地 1999～2000 木造 2
2

319

公営住宅計

小計

小計

公営住宅

串木野

市来

特定公共賃貸住宅
特定公共賃貸住宅計

市営住宅（単独）
串木野

市営住宅（単独）計

合計

合計

公営住宅計

串木野

準公営住宅計

公営住宅

特定公共賃貸住宅計
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（２）団地別・住棟別事業手法の選定フロー 

①団地別・住棟別事業手法の選定フロー 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」を踏まえ、以下に事業手法の選定フローを整

理します。なお、下図中「②－3 建替または改善の必要性」は本計画で追加した項目です。 

 
事業手法の選定フロー 
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②立地・環境及び建築物の判定方針 

・前頁の事業手法の選定フローの赤枠部分について、以下の手順で判定を行います。 

 

●耐用年限（建替の必要性） 

・最初に住棟の構造別の耐用年限の超過状況を判断します。すなわち、耐用年限を未超過の住

宅は、原則として維持管理を想定します。 

 

●立地・環境 

・耐用年限超過状況の次に、需要・効率性・立地を評価し、すべての項目が満足（○印）の場

合は「継続管理」、それ以外は「判断留保」とします。 

・なお、需要は入居率、効率性は敷地面積、立地は利便性（バス停からの距離）、災害危険区

域指定状況（土砂）とします。 

 

●建築物 

・建築物は安全性（耐震・避難）、居住性（床面積、バリアフリー、浴室、給湯、トイレの水

洗化）で判定します。 

・躯体の安全性で２方向避難に問題がある棟はないことから、新耐震基準※以前か以降かで判断

し、次いで居住性の項目を判断します。 
※ 便宜上建設年度が昭和 57 年以降か以前かで判定 

 

【新耐震基準以前建設】 

・居住性の項目すべてを満足する場合は「維持管理」とします。 

・居住性のうち床面積 40㎡未満、かつ浴室なしの住棟は「用途廃止又は建替」とします。 

・また、40㎡未満でかつ浴室スペースはある（△印）ものの、その他の居住性の項目すべてが

不満足（×印）も「用途廃止又は建替」とします。  

・上記以外を「改善」とします。（居住性の項目どれか一つでも×がある場合） 

 

【新耐震基準以降建設】 

・居住性の項目すべてを満足する場合は「維持管理」とします。 

・居住性のうち一つでも不満足（×印）があれば「改善」とします。 

 

③建替または改善の必要性 

・「改善」となった住宅で、外壁改修を実施済の場合は「維持管理」とします。 

・「改善」となった住宅で、耐用年限を超過している場合は「用途廃止又は建替」とします。 
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（３）１次判定 

判定項目を以下に整理します。 

 

②－1 立地・環境 
項目 記載内容・判定内容 ○ × 

需要 入居率（戸建は団地単位） 80％以上 左記以外 

効率性 敷地面積（法定建替の市街地要件） 0.1ha 以上 0.1ha 未満 

立地 

バス停からの直線距離 300m 圏域内 300m 圏域外 

災害危険性の有無（土砂災害等） 危険区域外 危険区域内 

その他 耐用年限の経過状況 1/2 未経過 左記以外 

判定結果 

全て○ 

↓ 

継続管理 

左記以外 

↓ 

判断留保 

 

②－2 建築物の安全性   ★：中耐住棟において判定 

項目 記載内容・判定内容 ○ △ × 

躯体の 

安全性 

耐震改修の必要性（新耐震

基準への適合状況） 

昭和 57 年 

以降 

昭和 56 年 

以前 

耐震診断で問題あり 

（該当なし） 

○ × 

耐震改修の可能性     あり なし 

避難の 

安全性★ 

２方向避難確保の必要性 ２方向避難に支障なし ２方向避難に支障あり 

２方向避難改修の可能性   
○ × 

あり なし 

判定結果 

○ 

↓ 

居住性の 

判定へ 

○ 

↓ 

優先的な対

応が必要 

（改善可能） 

× 

↓ 

優先的な対応が

必要 

（改善不可能） 

ＥＮＤ 

②－2 建築物の居住性                              
項

目 

記載内容・判定内容 ○ × △ 

 

居

住

性 

a.居住面積水準（住戸面積 40 ㎡） 40 ㎡以上 40 ㎡未満  

b.高齢化対応（手すり等の工事） H２以降建設 H２以前  

c.設備水準（浴室設備） 浴槽設置済 浴室なし 浴槽なし 

d.設備水準（給湯） 3 点給湯 なし 給湯あり 

e.設備水準（トイレの水洗化） 水洗 汲取り  

判定結果 

全て○ 

（改善不要） 

↓ 

維持管理 

a.と c.が× or 

c 以外すべて× 

↓ 

用途廃止又は 

建替 

左記以外（改善必

要） 

↓ 

建替・改善の必要

性の判定へ 

       ＥＮＤ     ＥＮＤ 

②－3 建替・改善の必要性                             
項目 記載内容・判定内容 ○ × 

耐用年限まで

の残存年数 

改善後の標準管理期間 10 年以上

を確保できるか 

11 年以上 10 年以下 

判定に係る改

善履歴 

国庫補助を受けた改善事業の実施

の有無 
あり なし 

判定結果 
維持管理 改善 用途廃止又は 

建替 

注）下表の項目番号は、前頁の「選定フロー」図中の番号と対応 
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（４）２次判定 

１次判定において継続管理の判断を留保した団地・住棟の事業手法の仮設定を行います。 

 

①ＬＣＣの比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

１次判定において、「躯体・避難の安全性」、「居住性」の改善の必要性があり、改善可能

なものについては、計画期間内の建替事業量を試算し、財政やマンパワーなどの面から建替が

可能かどうかを判定します。困難な場合は改善を検討します。 

 

②将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

将来のストック量推計を踏まえ、「継続管理する団地」又は「当面管理する団地（建替を前

提としない）」の判定を行い、事業手法を仮設定します。なお、１次判定において、「用途廃

止又は建替」となった住宅を、効率性の面から、「建替」と「用途廃止」に分類します。 

また、新規整備や民間賃貸住宅の借上げの検討も行います。 

 

（５）３次判定 

計画期間内における事業手法を決定します。 

 

①集約・再編等の可能性を含めた団地・住棟の事業手法の再判定 

効率的な事業実施のため、建替団地等の集約・再編等の可能性を含めた検討を行います。 

 

②事業実施時期の決定及び事業費の試算 

中長期的な期間（30年程度）のうちに想定される新規整備、改善、建替等に係る年度別事業

費を試算します。この結果、事業費が時期的に偏在するなど、試算結果に問題がある場合は、

事業実施時期を調整して改めて試算し、問題がないかどうか確認を行います。 

 

③長期的な管理の見通しの作成 

全団地・住棟の供用期間、事業実施時期等を示した概ね 30 年程度の長期的な管理の見通し

を作成します。 

 

④計画期間における事業手法の決定 

長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10年）内における最終的な事業手法を決定しま

す。 

 

参考：長期的な管理の見通し 

 

 

 

事業費合計 単位：百万円
10年間 平均 30年間 平均

489 49 1,867 62
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（６）判定結果 

①１次判定 

 

 

 

②２次判定 

 

 維持管理又は用途廃止 改善、建替又は用途廃止 

優先的な

対応が必

要（改善

可能） 

優先的な

対応が可

能 

合計 

継続 

管理 

浜西住宅、日ノ出住宅、

平佐原住宅 

計 124 戸 

ひばりが丘団地 

計 80 戸 

 

 204 

判断 

留保 

文京町団地、ウッドタウ

ン、荒川住宅、羽島地域

振興住宅、荒川地域振興

住宅、旭地域振興住宅 

計 121 戸 

塩屋堀住宅、新生町住宅、郷野原住

宅、土川住宅、袴田住宅、照島住宅、羽

島住宅、大六野住宅、旭住宅、胡麻堀

住宅、松尾住宅、森木住宅、新田住宅、

松下住宅、芹ヶ野住宅、金山住宅、酔之

尾東団地、佐保井住宅、珍ノ山住宅、中

組住宅、酔之尾東団地（定住促進住宅） 

計 259 戸 

 

 380 

計 245 339 0 0 584 

 
維持管理又は用途

廃止 
改善 建替 

用途廃止 
合計 

継続管

理 

浜西住宅、日ノ出住

宅、平佐原住宅 

計 124 戸 

ひばりが丘団

地 

計 80 戸 

  204 

当面管

理 （ 建

替 し な

い） 

文京町団地、ウッドタ

ウン、荒川地域振興

住宅、荒川住宅、羽

島地域振興住宅、旭

地域振興住宅 

計 121 戸 

郷野原住宅、

新田住宅、松

下住宅、酔之

尾東団地、佐

保井住宅、中

組住宅 

計 106 戸 

 

塩屋堀住宅、新生町住宅、土川住

宅、袴田住宅、照島住宅、羽島住

宅、大六野住宅、旭住宅、胡麻堀

住宅、松尾住宅、森木住宅、芹ヶ

野住宅、金山住宅、珍ノ山住宅、

酔之尾東団地（定住促進住宅） 

計 153 戸 

380 

計 245 186 0 153 584 

【市公営住宅の需要戸数推計結果】 

 縮小 
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③３次判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理 個別改善 建替 用途廃止 合計 

郷野原住宅、浜西住

宅、新田住宅、松下

住宅、芹ヶ野住宅、

金山住宅、ひばりが

丘団地、ウッドタウ

ン、荒川住宅、佐保

井住宅、珍ノ山住

宅、中組住宅、平佐

原住宅、羽島地域振

興住宅、荒川地域振

興住宅、旭地域振興

住宅、日ノ出住宅 

文京町団地、酔之尾

東団地、日ノ出住

宅、酔之尾東団地

（定住促進住宅） 

 

塩屋堀住宅、新生町

住宅、土川住宅、袴

田住宅、照島住宅、 

羽島住宅、大六野住

宅、旭住宅、胡麻堀

住宅、松尾住宅、森

木住宅 

 

346 172  66 584 

民賃の借上：なし 

■市営住宅整備の方針 

上表は判別できないため、p.参考 5～10 を参照 

■ 事業量の試算、事業実施

時期の調整検討 

【次期建替】 

なし 

【次期用途廃止】 

塩屋堀住宅等 

【次期個別改善】 

文京町団地、日ノ出住宅 

長期的な管理の見通し 

■長期的な管理の見通し 赤字：手入力、■：時期調整後 改善（■）、建替（■）、除却（■）、除却後（■）、供用（■）、建替後（■）

年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用
減少率に応

じた建替戸

数

整備
戸数

算定に

用いる

戸数
合計 新規整備 改善 建替 除却

塩屋堀住宅 1 10 簡二 2 1953 1953 15 - - - - - - 2022 400 - - - - - - - - 0 4,000 4,000 0 0 0 4,000
塩屋堀住宅 2 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
塩屋堀住宅 3 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 1 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 2 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 3 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 5 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
郷野原住宅 1 6 簡二 2 1973 1973 13 2 - - - - - - 2035 1,000 2036 13,000 2058 1,500 - - 2081 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
郷野原住宅 2 6 簡二 2 1974 1974 13 2 - - - - - - 2036 1,000 2037 13,000 2059 1,500 - - 2082 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
郷野原住宅 3 6 簡二 2 1974 1974 13 2 - - - - - - 2037 1,000 2038 13,000 2060 1,500 - - 2083 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
郷野原住宅 4 6 簡二 2 1975 1975 13 2 - - - - - - 2038 1,000 2039 13,000 2061 1,500 - - 2084 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
土川住宅 2 1 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
土川住宅 2 1 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 4 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 5 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 6 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 7 5 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2025 400 - - - - - - - - 0 2,000 2,000 0 0 0 2,000
袴田住宅 8 2 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2025 400 - - - - - - - - 0 800 800 0 0 0 800
照島住宅 1 3 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2026 400 - - - - - - - - 0 1,200 1,200 0 0 0 1,200
照島住宅 2 2 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2026 400 - - - - - - - - 0 800 800 0 0 0 800
羽島住宅 1 5 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2026 400 - - - - - - - - 0 2,000 2,000 0 0 0 2,000
大六野住宅 1 4 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2027 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
旭住宅 1 5 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2028 400 - - - - - - - - 0 2,000 2,000 0 0 0 2,000
胡麻堀住宅 1 1 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2028 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
胡麻堀住宅 2 3 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2029 400 - - - - - - - - 0 1,200 1,200 0 0 0 1,200
松尾住宅 1 4 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2029 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
森木住宅 1 4 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2030 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
森木住宅 3 4 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2030 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
森木住宅 4 3 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2031 400 - - - - - - - - 0 1,200 1,200 0 0 0 1,200
浜西住宅 1 8 低耐 4 2018 2018 18 - - - - - - 2088 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
新田住宅 1 6 簡二 2 1972 1972 16 - - - - - - 2027 600 - - - - - - - - 2 2 3,600 3,600 0 0 0 3,600
新田住宅 2 5 簡二 2 1973 1973 16 - - - - - - 2027 600 - - - - - - - - 2 2 3,000 3,000 0 0 0 3,000
松下住宅 1 1 木造 1 1986 1986 13 4 - - - - - - 2036 1,000 2037 12,500 2059 1,500 - - 2082 400 1 1 1,000 12,500 13,500 0 0 12,500 1,000
松下住宅 2 2 木造 1 1986 1986 13 4 - - - - - - 2036 1,000 2037 12,500 2059 1,500 - - 2082 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
松下住宅 3 2 木造 1 1986 1986 13 4 - - - - - - 2036 1,000 2037 12,500 2059 1,500 - - 2082 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
松下住宅 4 1 木造 1 1986 1986 13 4 - - - - - - 2036 1,000 2037 12,500 2059 1,500 - - 2082 400 1 1 1,000 12,500 13,500 0 0 12,500 1,000
芹ヶ野住宅 1 2 木造 1 1988 1988 13 4 - - - - - - 2038 1,000 2039 12,500 2061 1,500 - - 2084 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
芹ヶ野住宅 2 2 木造 1 1988 1988 13 4 - - - - - - 2038 1,000 2039 12,500 2061 1,500 - - 2084 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
芹ヶ野住宅 3 2 木造 1 1988 1988 13 4 - - - - - - 2038 1,000 2039 12,500 2061 1,500 - - 2084 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
芹ヶ野住宅 4 2 木造 1 1989 1989 13 4 - - - - - - 2039 1,000 2040 12,500 2062 1,500 - - 2085 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
芹ヶ野住宅 5 2 木造 1 1989 1989 13 4 - - - - - - 2039 1,000 2040 12,500 2062 1,500 - - 2085 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
芹ヶ野住宅 6 2 木造 1 1989 1989 13 4 - - - - - - 2039 1,000 2040 12,500 2062 1,500 - - 2085 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
芹ヶ野住宅 7 2 木造 1 1989 1989 13 4 - - - - - - 2039 1,000 2040 12,500 2062 1,500 - - 2085 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
金山住宅 1 2 木造 1 1989 1989 13 4 - - - - - - 2039 1,000 2040 12,500 2062 1,500 - - 2085 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
金山住宅 2 2 木造 1 1989 1989 13 4 - - - - - - 2039 1,000 2040 12,500 2062 1,500 - - 2085 400 1 1 2,000 12,500 14,500 0 0 12,500 2,000
ひばりが丘団地 A 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 B 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 C 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 D 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 E 9 中耐 3 1990 1990 18 - - - - - - 2060 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 F 9 中耐 3 1990 1990 18 - - - - - - 2060 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 G 10 中耐 4 1990 1990 18 - - - - - - 2060 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
文京町団地 A 10 中耐 4 1993 1993 8 - - 2022 2,000 - - 2063 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
文京町団地 B 10 中耐 4 1993 1993 8 - - 2025 2,000 - - 2063 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
文京町団地 C 12 中耐 4 1994 1994 8 - - 2024 2,000 - - 2064 1,000 - - - - - - - - 0 24,000 24,000 0 24,000 0 0
文京町団地 D 10 中耐 4 1994 1994 8 - - 2026 2,000 - - 2064 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
文京町団地 E 10 中耐 4 1994 1994 8 - - 2023 2,000 - - 2064 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
ウッドタウン串木野 1 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 2 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 3 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 4 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 5 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 6 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 7 2 木造 2 1998 1998 13 4 - - - - - - 2048 1,000 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 8 2 木造 2 1999 1999 13 4 - - - - - - 2049 1,000 2050 12,500 2072 1,500 - - 2095 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 9 2 木造 2 1999 1999 13 4 - - - - - - 2049 1,000 2050 12,500 2072 1,500 - - 2095 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 10 2 木造 2 1999 1999 13 4 - - - - - - 2049 1,000 2050 12,500 2072 1,500 - - 2095 400 2 2 2,000 25,000 27,000 0 0 25,000 2,000
ウッドタウン串木野 11 2 木造 2 2000 2000 13 4 - - - - - - 2050 1,000 2051 12,500 2073 1,500 - - 2096 400 2 2 2,000 2,000 0 0 0 2,000
ウッドタウン串木野 12 2 木造 2 2001 2001 13 4 - - - - - - 2051 1,000 2052 12,500 2074 1,500 - - 2097 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン串木野 13 2 木造 2 2002 2002 13 4 - - - - - - 2052 1,000 2053 12,500 2075 1,500 - - 2098 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン串木野 14 2 木造 2 2003 2003 13 4 - - - - - - 2053 1,000 2054 12,500 2076 1,500 - - 2099 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン串木野 15 2 木造 2 2004 2004 13 4 - - - - - - 2054 1,000 2055 12,500 2077 1,500 - - 2100 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン串木野 16 2 木造 2 2005 2005 13 4 - - - - - - 2055 1,000 2056 12,500 2078 1,500 - - 2101 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン串木野 17 2 木造 2 2006 2006 13 4 - - - - - - 2056 1,000 2057 12,500 2079 1,500 - - 2102 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン串木野 18 2 木造 2 2007 2007 13 4 - - - - - - 2057 1,000 2058 12,500 2080 1,500 - - 2103 400 2 2 0 0 0 0 0

団地名
棟

(号棟)

諸元 管理開始 今後の活用計画（住棟類型） 現ストック

戸数 構造 階数
建設

年度

竣工

年度

現ストック

類型

建替後

類型①

建替後

類型②

新規 改善１回目 改善２回目 除却

総事業費      

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

実施年度別事業費

20
37

20
38

建替後ストック（新規を含む）

除却 建替後戸数建替（新規） 改善１回目 改善２回目

20
39

20
40

20
41

20
42

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
49

20
50

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

（2021年-2050年の30年間）　　　　（単位：千円）
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４－２ 事業計画 

（１）事業手法別戸数 

判定結果及び令和元～12年度建替予定を踏まえた事業手法別戸数を整理すると、下表のよう

になります。 

 
 1～5 年目 6～10 年目 合計 

公営住宅管理戸数 480 戸 447 戸 ― 

 

・新規整備事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

・維持管理予定戸数 480 戸 447 戸 ― 

 

うち計画修繕対応戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

うち改善事業予定戸数 42 戸 66 戸 108 戸 

 
 

個別改善事業予定戸数 42 戸 66 戸 108 戸 

 全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 うちその他戸数 438 戸 381 戸 ― 

 ・建替事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 ・用途廃止予定戸数 33 戸 33 戸 66 戸 

特公賃管理戸数 2 戸 2 戸 ― 

 

・新規整備事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

・維持管理予定戸数 2 戸 2 戸 ― 

 

うち計画修繕対応戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

うち改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 
 

個別改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 うちその他戸数 2 戸 2 戸 ― 

 ・建替事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 ・用途廃止予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

単独住宅管理戸数 69 戸 69 戸 ― 

 

・新規整備事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

・維持管理予定戸数 69 戸 69 戸 ― 

 

うち計画修繕対応戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

うち改善事業予定戸数 0 戸 64 戸 64 戸 

 
 

個別改善事業予定戸数 0 戸 64 戸 64 戸 

 全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 うちその他戸数 69 戸 5 戸 ― 

 ・建替事業予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

 ・用途廃止予定戸数 0 戸 0 戸 0 戸 

公営住宅等管理戸数 551 戸 518 戸 ― 
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（２）団地別事業計画  

団地別事業手法及び計画戸数は、次頁表のとおりです。 

 事業手法 団地名 従前戸数 計画戸数 備考 

公
営 

用途廃止 

塩屋堀住宅 12 12 入居者の退去を待って除却 

新生町住宅 4 4 入居者の退去を待って除却 

土川住宅 2 2 入居者の退去を待って除却 

袴田住宅 10 10 入居者の退去を待って除却 

照島住宅 5 5 入居者の退去を待って除却 

羽島住宅 5 5 入居者の退去を待って除却 

大六野住宅 4 4 入居者の退去を待って除却 

旭住宅 5 5 入居者の退去を待って除却 

胡麻堀住宅 4 4 入居者の退去を待って除却 

松尾住宅 4 4 入居者の退去を待って除却 

森木住宅 11 11 入居者の退去を待って除却 

小計 66 66  

個別改善 

文京町団地 52 52 長寿命化 

酔之尾東団地 16 16 
長寿命化、居住性向上、福祉

対応 
日ノ出住宅 40 40 長寿命化（A棟、B棟） 

小計 108 108  

維持管理 

郷野原住宅 24 24  

浜西住宅 8 8  

新田住宅 11 11  

松下住宅 6 6  

芹ヶ野住宅 14 14  

金山住宅 4 4  

ひばりが丘団地 80 80  

ウッドタウン 54 54  

荒川住宅 8 8  

佐保井住宅 27 27  

珍ノ山住宅 5 5  

中組住宅 22 22  

平佐原住宅 18 18  

日ノ出住宅 58 58 C 棟、D棟、E棟 

小計 339 339  

合計 513 513  

特
公
賃 

維持管理 ウッドタウン 2 2  

小計 2 2  

合計 2 2  

単
独 

個別改善 
酔之尾東団地（定住 

促進住宅） 
64 64 

長寿命化、居住性向上、福祉

対応 

小計 64 64  

維持管理 

羽島地域振興住宅 2 2  

荒川地域振興住宅 2 2  

旭地域振興住宅 1 1  

小計 5 5  

合計 69 69  

総計 584 584  

注) 住棟単位のため、団地名重複有り 
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（３）概算事業費 

計画に基づき、事業費を試算すると、10年間で、約5億８千8百万円の事業費となります。 

なお、公営住宅の建替や個別改善等では、社会資本整備総合交付金（最大50％）を活用でき

ることから、これらの事業費全てを市の財政費でまかなうわけではありません。しかし、多大

な財政負担を伴うことに変わりないことから、事業実施にあたっては財政当局との十分な調整

を図ることとします。 

 
事業費試算に用いた戸当たり整備費 

事業手法 戸当たり整備費 備考 

建替 1,600 万円 除却・整地費（100 万円）、その他経費は別途 

用途廃止 100 万円 除却費（木造・簡易耐火） 

個別改善 

200 万円 屋上・外壁改修（長寿命化） 

130 万円 居住性向上型改善（3点給湯） 

20 万円 福祉対応型（手すり設置、簡易な段差解消） 

維持管理 20 万円 ただし、屋上防水、外壁改修等の計画修繕は別途 

 

概算事業費（計画期間中） 

事業手法 建替 用途廃止 個別改善 維持管理 

対象団地数  公営 11 団地 公営・単独３団地 16 団地 

内容・ 

対象戸数 

除却 

整地 
 66 戸 

文京町：長寿命化型 

日ノ出：長寿命化型 

酔之尾東：長寿+居住+福祉 
288 戸 

建設   

文京町：52 戸 

日ノ出：40 戸 

酔之尾東：80戸 
（公営 16 戸・単独 64 戸） 

算出根拠 

（単価×戸

数） 

 100 万円×66 戸 

（長寿命化型） 

200 万円×92 戸 

（長寿命化型+居住性向上型+福祉対応型） 

350 万円×80 戸 

20 万円×

288 戸 

総事業費  66 百万円 464 百万円 57.6百万円 

合計：約 5億 8千 8百万円 

※参考：市の財政負担額（個別改善事業） 

【交付金充当率 50％（上限値）の場合】 

 ①個別改善事業費 ②社会資本整備総合交付金（50％） 財政負担額（①－②） 

公営 240 百万円 120 百万円 120 百万円 

単独 224 百万円 － 224 百万円 

合計 464 百万円 120 百万円 344 百万円 

【交付金充当率 30％（実績値）の場合】 

 ①個別改善事業費 ②社会資本整備総合交付金（30％） 財政負担額（①－②） 

公営 240 百万円 72 百万円 168 百万円 

単独 224 百万円 － 224 百万円 

合計 464 百万円 72 百万円 392 百万円 
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４－３ 事業プログラム 

（１）事業プログラムの考え方 

事業プログラムは、建設時期別のストックの分散化を視野に置きながら、以下の考え方で検

討していきます。 

 

早期に事業着手する団地の選定方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業プログラム 

・個別改善事業は、計画期間前期に文京町団地（52 戸）の長寿命化型改善（屋根・外壁改

修）を1棟/年のペースで実施します。計画期間後期では、酔之尾東団地（80戸）の長寿

命化型改善（屋根・外壁改修）及び居住性向上型改善（3 点給湯設置）・福祉対応型（手

すり設置・簡易な段差解消）、日ノ出住宅（40戸）の長寿命化型改善（屋根・外壁改修）

を実施します。 

・用途廃止は、対象団地において入居者の退去を待って解体を行います。 

・建設年次が古い、若しくは老朽化が著しい、または改善事業を一度も実施していない団地 

・安全性などの観点から緊急的な事業実施を要する団地 

・入居者の活用要望が高い、または管理上の問題が大きい団地 

・敷地がまとまっており、整備効果が期待できる団地 

・長期的な住宅需要が期待できる団地 
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市営住宅の年度別整備スケジュール 

団地名 
前期 後期 

備考 
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

用

途

廃

止 

塩屋堀住

宅 

          ▲12戸、入居者の退去

を待って解体。 

新生町住

宅 

          ▲４戸、同上。 

土川住宅 
          ▲２戸、同上。 

袴田住宅 
          ▲10 戸、同上。 

照島住宅 
          ▲５戸、同上。 

羽島住宅           ▲５戸、同上。 

大六野住

宅 

          ▲４戸、同上。 

旭住宅 
          ▲５戸、同上。 

胡麻堀住

宅 

          ▲４戸、同上。 

松尾住宅 
          ▲４戸、同上。 

森木住宅 
          ▲11 戸、同上。 

個

別

改

善 

文京町団

地 

設計 

 

（52 戸） 

Ａ棟 

 

10 戸 

Ｅ棟 

 

10 戸 

Ｃ棟 

 

12 戸 

Ｂ棟 

 

10 戸 

Ｄ棟 

 

10 戸     

長寿命化型 

酔之尾東

団地 

    

 設計 

 

（80 戸） 

1 号棟 

 

40 戸 

２号棟 

 

40 戸   

長寿命化型＋居住性向

上型＋福祉対応型 

日ノ出住

宅 

       設計 

 

（98 戸） 

Ａ棟 

 

24 戸 

B 棟 

 

16 戸 

長寿命化型 

計 
0 戸 

（52 戸） 

10 戸 10 戸 12 戸 10 戸 10 戸 

（80 戸） 

40 戸 40 戸 

（98 戸） 

24 戸 16 戸 
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第５章 事業の実施方針 

５－１ 点検の実施方針 

修繕標準周期に先だって定期点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐ

とともに、修繕や改善の効率的な実施を図ります。 

建物や設備等については、法定点検、日常点検（法定点検以外の定期的な点検）を実施し、

状況把握に努めます。 

台風、大雨、地震等の自然災害後は、職員による現地巡回を実施して安全確認を行うほか、

必要に応じて緊急点検を実施し、建物の状況を把握します。 

計画的な改修計画（計画修繕計画等）を立案し、改修事業の実施に加え、定期的な点検結果

を踏まえて、計画を適宜見直すことにより、効率的・効果的な修繕・改善の実施に努めます。 

 

（１）法令に基づく保守点検 

公営住宅等のうち建築基準法第 12 条に規定される定期調査ないし定期点検（以下、「法定

点検」という。）の対象は下表のとおりです。 

 
法定点検の実施対象 

項目 建築物 

（建築基準法第 12 条第１項・第２項） 

昇降機、建築設備 

（建築基準法第 12 条第３項・第４項） 

対象 
５階以上、1,500 ㎡超の共同住宅 

（酔之尾東団地） 

・昇降機（該当なし） 

・左記に設けられる換気設備、排煙設備、

非常用の照明装置（該当なし） 

・防火設備（随時閉鎖式の防火扉，防火シ

ャッター）（該当なし） 

頻度 ３年毎 毎年 

資格者 
一級建築士若しくは二級建築士又は国土交

通大臣が定める資格を有する者 

一級建築士若しくは二級建築士又は国土交

通大臣が定める資格を有する者 

 

法定点検の対象外となる住棟についても、建築基準法第 12 条の規定に準じ、同様の点検を

実施するものとします。 
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（２）日常的な点検 

①年１回以上の日常的な点検の実施 

日常的な点検は全住宅を対象に年１回以上実施します。具体的には、定期的な巡回など、日

常業務の中で機会を捉えて適宜建築物・設備の状態を確認し、その結果を記録することとしま

す。また、住宅内部等、定期点検や日常点検では把握困難な部位は、退去時に点検を実施する

こととします。 

なお、点検にあたり専門的判断を要する場合には、専門業者等による２次点検を実施します。 

 

②点検に係る職員の知識等の習得 

点検等に関し、その前提となる建築物や設備の機能を理解するための研修等に参加するとと

もに、建築物や設備、点検に関する技術・ノウハウの取得などに関する知識の向上を図り、よ

り適正な点検が実施できるようにします。 

 

③点検結果の修繕計画への反映 

建築物・設備等の定期的な点検結果をもとに、必要に応じて次年度以降の修繕計画に組み込

むものとします。 

 

④団地別・住棟別状況の把握及び日常的な維持管理の記録の蓄積 

全住宅を対象に、団地別・住棟別の「団地カルテ」について、各団地・住棟の概要及び管理

状況が分かるデータを住棟単位で整理します。また、住棟単位の修繕履歴データを整理し、随

時、履歴を確認できる仕組み（データベース）の整備や、日常的な維持管理とコスト縮減に繋

がる修繕計画の作成を図ります。 

 

点検結果等を反映した修繕計画への反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団地カルテ 

＋修繕履歴 

＋点検 

データベース 

いちき串木野市公営住宅等長寿命化計画 

定期点検（法定点検） 

緊急点検 

（災害時入居者等からの通報等） 

日常点検 

修繕計画の立案 

修繕工事の実施 

反映 

情報共有 

調整 

修繕実施計画→予算措置 

改修設計 

改修工事の実施 
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⑤日常的な点検部位 

日常的な点検部位を下表に整理します。 

 
建築物 

点検部位 点検項目 所見の有無 

Ⅰ
 

敷
地
及
び
地
盤 

ア）地盤 □地盤沈下等による不陸、傾斜等の状況 □有 □無 

イ）敷地 □敷地内の排水の状況 □有 □無 

ウ）敷地内の通路 □敷地内の通路の支障物の状況 □有 □無 

エ）塀 

□組積造の塀又は補強コンクリートブロック造の塀等の劣

化及び損傷の状況 

□有 □無 

□金属フェンス等の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

オ）擁壁 
□擁壁の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況 □有 □無 

カ）屋外工作物 □遊具、ベンチ等の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

キ）屋外電気設備 □外灯の不具合、劣化及び損傷の状況 □有 □無 

ク）通路・車路 
□平面駐車場の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□車路・歩道、スロープ、屋外階段の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

ケ）付属施設 □自転車置場、ゴミ集積所等の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

Ⅱ
 

建
築
物
の
外
部 

ア）基礎 
□基礎の沈下等の状況 □有 □無 

□基礎の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

イ）土台 
□土台の沈下等の状況 □有 □無 

□土台の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

ウ）外壁 

（躯体等） 

□木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□補強ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□PCa 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の外壁躯体の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の外壁

躯体の劣化及び損傷の状況 

□有 □無 

エ）外壁 

（外装仕上げ材） 

□塗り仕上げ、タイル、石貼り等（乾式工法によるものを除

く）、モルタル等の劣化及び損傷の状況 

□有 □無 

□金属系パネルの劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□コンクリート系パネルの劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□シーリングの劣化及び損傷の状況 □有 □無 

オ）外壁 

（窓サッシ等） 

□サッシ等の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

カ）建具 

□共用部ドア、住戸玄関ドアの劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□シャッター（防火シャッター含む）、メーターボックス扉、

パイプスペース扉等の枠及び建具の劣化及び損傷の状況 

□有 □無 

キ）金物類 
□落下防護庇の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□集合郵便受、掲示板等、室名札の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

Ⅲ
 

屋
上
及
び
屋
根 

ア）屋上面、 

屋上回り 

□屋上面の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□雨樋の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

イ）屋根 

□屋根の劣化及び損傷の状況 □有 □無 
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点検部位 点検項目 所見の有無 

Ⅳ
 

避
難
施
設
等 

ア）廊下 

（共用廊下） 

□物品の放置の状況 □有 □無 

□手すりの劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□床の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□壁・柱・梁の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□天井・軒裏の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

イ）出入口 □物品の放置の状況 □有 □無 

ウ）バルコニー 

□手すり等の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□物品の放置の状況 □有 □無 

□隔て板、物干し金物等の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

□床・壁・柱・梁・天井の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

エ）階段 
□物品の放置の状況 □有 □無 

□階段各部の劣化及び損傷の状況 □有 □無 

 
建築設備 

点検部位 点検項目 所見の有無 

Ⅰ
 

給
水
設
備
及
び
排
水
設
備 

ア）飲料用配管及び排水配管 

（隠蔽部分及び埋設部分を除く） 

□配管の腐食及び漏水の状況 □有 □無 

イ）給水タンク等、給水ポンプ  
□給水タンク等の腐食及び漏水の状況 □有 □無 

ウ）排水設備 

（隠蔽部分及び埋設部分を除く） 

□屋内雑排水管、汚水管、雨水管の腐食及

び漏水の状況 

□有 □無 

Ⅱ
 

消
防
設
備 

ア）自動火災報知器 
□自動火災報知器の破損、変形、脱落、腐

食の状況 

□有 □無 

イ）自主避難はしご 

□自主避難はしごの腐食及び損傷の状況  □有 □無 

□使用の際の支障の有無 

（避難に際し、容易に接近できるか） 

□有 □無 

□標識の変形、脱落、汚損の状況 □有 □無 

ウ）消火器 

□設置場所に置いてあるか □有 □無 

□消火薬剤の漏れ、ホース等の変形、損傷、

腐食、劣化等の状況 

□有 □無 

□安全栓の状況（外れていないか、安全栓

の封が脱落していないか） 

□有 □無 

 
屋外・外構 

点検部位 点検項目 所見の有無 

附

帯

施

設

等 

ア）遊具・ベンチ等 □破損、劣化の状況 □有 □無 
イ）公園、緑地 □雑草等の繁茂、害虫の発生、ゴミ放棄 □有 □無 
ウ）駐車場 □舗装破損や沈下の状況 □有 □無 
エ）自転車置き場 □上屋の破損、支柱等の劣化 □有 □無 
オ）ゴミ置き場 □破損、劣化の状況 □有 □無 
カ）園路・フットパス・広場 □舗装破損や沈下・傾斜、支障物等の状況 □有 □無 
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５－２ 計画修繕の実施方針 

全住宅を長期にわたって良質なストックとして維持管理していくためには、適切な計画修繕

を実施することが必要です。 

建物の耐用年限までストックの性能を適正に維持するため、以下の計画修繕及び経常的な維

持管理等に努めます。 

 

（１）計画修繕の内容 

①計画修繕工事内容 

住宅の長寿命化を図るため、必要な修繕について、修繕周期などの基準を定めて計画的に修

繕（計画修繕）を行います。計画修繕では、修繕周期（目安）を踏まえて必要な住棟において

実施します。ただし、それぞれの修繕工事において長寿命化型改善が有効と判定された住棟は

除くこととします。また、他の修繕・改善との同時実施による事業の合理化に配慮します。 

建物の主要部位（屋根、外壁、外部建具、台所、浴室、給排水設備、電気設備、ガス設備等）

の周期的な計画修繕については、その劣化状況を踏まえるとともに、財政状況を勘案しながら

効果的な実施に努めます。建設時期の新しい耐火構造住宅は、躯体等の安全性や住宅面積・設

備水準など居住性に問題はないことから、適切な計画修繕等を実施しながら維持管理します。 

 

計画修繕の内容と修繕周期の目安 

工事名 基本的な工事内容  

修繕周期（目安）※ 

屋上防水 
現状と同様の仕様で屋根の再塗装等を

行う 

概ね 12 年(補修) 

概ね 24 年(修繕) 

外壁改修 
外壁躯体の吹きつけ塗装部について、

現状と同等の仕様で再塗装を行う 

概ね 18 年(塗替) 

概ね 36 年(除去・塗装) 

外部建具（鋼製、アルミ製） 点検・調整を行う 概ね 12 年(点検・調整) 

屋内給排水設備改修 
住棟内の給排水管、給水ポンプの取り

替え若しくは修繕 
概ね 30 年(取替） 

屋内ガス管改修 
住棟内のガス管の取り替え若しくは修

繕を行う 
概ね 30 年(取替） 

水道メーター取替工事 計量法に基づき、取り替えを行う ８年 
※ 修繕周期は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（国土交通省住宅局住宅総合整備課）による 
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参考：計画修繕の内容の例（「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（国土交通省住宅局住宅総合整備課）） 

■躯体、屋外 

修繕等項目 修繕内容 

外壁塗装 
概ね18年以上経過したもので、モルタル等の浮き、亀裂等の著しい外壁、共用部分

(階下、階段等)を修繕のうえ、棟単位で全面塗装 

屋根断熱防水 
概ね 12 年以上経過したもので、防水層の浮き等が著しく、漏水の恐れのある屋根を

棟単位で断熱防水 

階段室床等の防水 
概ね 18 年以上経過したもので、モルタル等の亀裂等が著しく、漏水の恐れのある階

段室床等を棟単位で全面塗膜防水 

バルコニー床防水 
概ね 18 年以上経過したもので、モルタル等の亀裂等が著しく、漏水の恐れのあるバ

ルコニー床を棟単位で全面塗膜防水 

鉄部塗装 
鋼製手摺等にあっては、概ね 3 年以上、外回り建具にあっては、概ね 6 年以上経過

した塗装で、発錆等の著しいものを団地単位で全面塗装 

■住戸内 

修繕等項目 修繕内容 

鋼製窓建具のアルミ化 
概ね 30 年以上経過した外回り鋼製窓建具で劣化の著しいものをアルミ製建具に取

替 

浴室扉取替 概ね 20 年以上経過した木製扉で、腐食等の著しいものをアルミ製扉に取替 

鋼製物干金物取替 
概ね18年以上経過したバルコニー天井付け鋼製物干金物で腐食等の著しいものを

アルミ製(伸縮型)に取替 

■機械 

修繕等項目 修繕内容 

給水管取替 
屋外管にあっては、概ね 18 年以上、屋内管にあっては、概ね 25 年以上経過したも

ので、赤水等の著しい管を団地単位又は棟単位で取替 

雑排水管取替 
概ね 18 年以上経過したもので、管内腐食等により漏水の恐れのある台所流し用排

水管を棟単位で取替 

屋外ガス管取替 概ね 22 年以上経過したもので、腐食等によりガス漏れの恐れのある屋外管を取替 

汚水処理施設改修 
(1)水質汚濁防止法に基づく水質基準に適合しない施設の改修  

(2)汚泥処分が困難な地域にある施設に汚泥貯留層の新・増設 

給水施設改修 
建築基準法改正に伴い、受水槽の 6面点検が困難な施設のうち、損傷の著しいもの

について、6 面点検が可能な施設に改修 

洗濯排水設備の設置 
洗濯排水設備未設置住宅のうち設備可能な住宅に直接又は間接による排水設備を

設置 

■電気 

修繕等項目 修繕内容 

テレビ共同聴視設備新設等 
テレビ共同聴視設備のアンテナにあっては、概ね 6 年以上、増幅器にあっては、概
ね 10 年以上経過したもので、機能劣化により受信状態の悪化したものを取替 

照明器具取替 
概ね10年以上経過したもので、機能劣化の著しい共用部分(廊下、階段等)、屋外の
照明器具を団地又は棟単位で取替 

エレベーター設備の改良
(耐震対策) 

建築基準法に基づく耐震対策としてエレベーターに地震時管制装置を設置(措置済
みのものを除く) 

エレベーター設備修繕 
概ね 20 年以上経過したもので、腐食劣化の著しい、かご及び三方枠を棟単位で取
替又は塗装 

玄関チャイム・ブザーのイン
ターホン化 

チャイム又はブザーが整備されている住戸を対象としてインターホン化 

電灯幹線の改修（40 アンペ
ア化） 

住戸最大契約容量が 40 アンペアまで増量可能となるよう共用部分の電灯幹線を改
修。なお、住戸内の配線改修は共用部分の改修が完了した住棟から入居者の要望
により実施 
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②修繕の実施 

住宅の修繕については、市で行うものと、入居者が費用負担するものとがあります。市が行

う修繕は以下のとおりです。 

（法令及び条例に基づいて行う範囲の修繕で入居者が行うべき修繕を除いた修繕） 

ⅰ）計画修繕：年月の経過や住宅の立地条件などにより、自然消耗したものについて、計画

的な修繕を実施。（例：外部鉄部塗装など） 

ⅱ）一般修繕：計画修繕以外の比較的小規模な修繕。 

ⅲ）特別修繕：台風、豪雨などにより建物その他の施設に損害を受けた場合の復旧工事 

 

（２）経常的な維持修繕等 

経常的な維持修繕は、住宅保守のため、事業化（改善・建替・用途廃止）に関わらず実施し

ます。 

 

①空家修繕 

入居者が転出した際には、住戸内部などを点検のうえ、壁、天井の塗り替え等、必要となる

室内修繕をまとめて行います。 

 

②その他の経常的な修繕 

配水管等の修繕、ガス管、電気配線等の取替は、入居者の日常生活に支障がないよう随時実

施します。 

 

（３）データベースの構築と履歴情報の蓄積 

団地や住棟・住戸の情報、修繕履歴等を整理した「団地カルテ」へ、設備の漏水などの不具

合やその他建築物や附帯施設の破損等の小規模修繕等を記録し、必要に応じて団地・住棟・住

戸毎に修繕履歴を確認することができるようにします。 

 

（４）計画の見直しと適切な予算措置の実施 

定期点検結果や財政事情その他関連施策等の状況を総合的に判断して、年次ごとの改修等の

事業計画や、修繕費等を見返し、適切な予算措置化に向けて、関係課と調整を図ります。 
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５－３ 改善事業の実施方針 

（１）個別改善事業の実施方針 

個別改善を計画する住棟は、全て耐火構造の階段室型の住棟構成となっています。 

文京町団地及び日ノ出住宅は水回りの居住性がある程度確保されていることから、外壁の長

寿命化型改善による性能向上を主眼とした個別改善を中心に実施します。 

酔之尾東団地は、水回りに関する居住性に課題があることから、外壁の長寿命化型改善によ

る性能向上と合わせて、3 点給湯の設置による居住性向上型改善を実施すると共に、福祉対応

型改善を実施します。なお、管理戸数が多く、事業費が多大になることから、事業実施前に改

めて事業内容の検討を行うこととします。 

 

公営住宅 

住棟タイプ 団地名 概要 住戸内 住棟 

中耐型 

文京町団

地 

H5～6 

中耐４Ｆ 

52 戸 

― 

外壁汚れ、鉄部サビ等が著しい

ことから、外壁改修を行う。屋

上についても、予防的保全の観

点から屋上防水を行う。 

酔之尾東

団地 

S55 

中耐５Ｆ 

16 戸 

水回り等の性能向上が課

題のため 3 点給湯を設置

する。合わせて、福祉対

応として手すりを設置す

る。 

日ノ出住

宅 

H8～13 

中耐４Ｆ 

40 戸 

― 

 

単独住宅 

住棟タイプ 団地名 概要 住戸内 住棟 

中耐型 
酔之尾東

団地 

S55 

中耐５Ｆ 

64 戸 

水回り等の性能向上が課

題のため 3 点給湯を設置

する。合わせて、福祉対

応として手すりを設置す

る。 

外壁汚れ、鉄部サビ等が著しい

ことから、外壁改修を行う。屋

上についても、予防的保全の観

点から屋上防水を行う。 
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個別改善事業は、入居者の合意が得られるなど条件が整った住棟を優先して、外壁改修等の

長寿命化型改善、3 点給湯の設置等の居住性向上型改善、手すり設置等の福祉対応型改善を進

めることとします。 

 

  個別改善工事の内容 

工事名 基本的な工事内容  

建設後もしくは計画

修繕後の経過年数

（目安） 

外壁改善改修 

（長寿命化型） 

外壁躯体の吹きつけ塗装部について、ケレン（さ

び落としや脆弱な旧塗膜の除去）、躯体補

修の上、耐久性が現状より高い仕様にて再塗装を

行う。 

概ね 20～25 年 

屋上断熱防水改修 

（長寿命化型） 

カバー工法（今ある屋根や外壁を活かし、そのま

ま包みこむ方法）にて、アスファルト防水層を新

設する。現在屋根スラブに断熱層がない若しくは

不十分な場合、断熱層をスラブ上に設置する。 

概ね 20～25 年 

3 点給湯の設置 

（居住性向上型） 

風呂場、洗面所、台所の 3ヶ所に給湯設備を設置

する。 
― 

手すりの設置 

（福祉対応型） 

便所に手すりを設置する。 
― 

 

個別改善事業内容の検討（例） 

団地タイプ／改善部位 現状の住戸プラン／改修箇所 

中耐標準型 

・外壁改修・屋上防水改修※ 

・給湯設備改善（給湯器設置

等） 

・手すり設置（便所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜酔之尾東＞ 

 

※印：長寿命化型改善 

 

５－４ 建替事業の実施方針 

（１）建替事業の実施方針 

計画期間内に建替事業の対象となる住棟はありません。 

給湯設備

改善 
外壁改修・

屋上防水 

手すり設置 
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５－５ 用途廃止の実施方針 

（１）用途廃止の実施方針 

①用途廃止団地 

今後の市営住宅需要や、以下のような継続的な土地の有効利用の観点を勘案し、老朽化した

市営住宅の用途廃止を計画します。 

・効率的な管理・活用が困難な小規模団地（敷地面積 0.1ha 未満又は管理戸数 10戸未満） 

・団地の前面道路やアプローチ道路が狭く（４ｍ未満）、拡幅の見通しが無いため建築基準

法上、建替が困難な団地（地形、敷地形状が高度利用に適さない場合（隣地との関係や高

低差があるなど）） 

 

団地名 構造 棟番号 階数 戸数 建設年度 

塩屋堀住宅 

簡二 1 2 10 1953 

木造 2 1 1 1962 

木造 3 1 1 1962 

新生町住宅 

木造 1 1 1 1959 

木造 2 1 1 1959 

木造 3 1 1 1959 

木造 5 1 1 1959 

土川住宅 
簡平 2 1 1 1965 

簡平 2 1 1 1965 

袴田住宅 

木造 4 1 1 1962 

木造 5 1 1 1962 

木造 6 1 1 1962 

簡平 7 1 5 1965 

簡平 8 1 2 1965 

照島住宅 
簡平 1 1 3 1965 

簡平 2 1 2 1965 

羽島住宅 簡平 1 1 5 1965 

大六野住宅 簡平 1 1 4 1965 

旭住宅 簡平 1 1 5 1965 

胡麻堀住宅 
簡平 1 1 1 1966 

簡平 2 1 3 1966 

松尾住宅 簡平 1 1 4 1966 

森木住宅 

簡平 1 1 4 1966 

簡平 3 1 4 1966 

簡平 4 1 3 1966 

 
②用途廃止の時期 

代替できる他の市営住宅への住み替えを誘導しつつ、入居者の退去を待って用途廃止します。 
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③用途廃止後の跡地活用 

用途廃止した跡地の活用については、公園や広場などの公共用地利用、管理替えをして福祉

施設用地等として活用するなどの利用が考えられます。 

用途廃止団地の跡地活用のイメージ 
活用に対する特性 活用検討の方向 活用イメージ 

・交通・施設利便性が良く、他用途

への転換など多様な利用の可能性

がある 

・譲渡や使用料等の徴収の可能性が

あるなどの土地のポテンシャルが

ある 

・地域の需要を把握し、民間住

宅供給や新たな施設立地の

ための用地売却や貸与等、土

地利用転換の方向性を探る 

・商業・業務施設 

・民間賃貸住宅 

・戸建分譲住宅 

・福祉・医療施設 

・その他公的施設 

・駐車場（使用料徴収） 

・地域で活用を図るべき具体のニー

ズがある 

・貸与や払下げ等により、地域

からの土地利用に係るニー

ズを実現する 

・集会所や地域交流施設 

・避難場所 

・利便性がやや劣る立地または敷地

形状から住宅等利用に適さないな

ど活用上の支障が大きい 

・他の公共的な利用への転換を

図る 

・公園・緑地 

・共同菜園（農園等を含む） 

・駐車場 

 

一方、除却しない活用として、戸建住宅や共同住宅等に活用することなどを条件に、民間に

払い下げ、地域の定住につながる用途としての利用を促すとともに、その売却益を市営住宅の

建替や改善等の事業費に充当するなどの活用も考えられます。 

また、社会福祉法人等に譲渡または貸与して、他用途に転用することも考えられます。 

これらを含め、有効な跡地等の活用を検討します。 

 

他用途転用の事例：シルバー共同住宅陽光 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (出典：H26 年度財務省財政制度分科会 夕張市長提出資料) 
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第６章 長寿命化のための事業実施予定一覧 

（１）公営住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定
点検

法定点検に

準じた点検
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

文京町団地 A 10 中耐 H5 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
667

文京町団地 B 10 中耐 H5 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
689

文京町団地 C 12 中耐 H6 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
926

文京町団地 D 10 中耐 H6 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
785

文京町団地 E 10 中耐 H6 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
765

酔之尾東団地 1 8 中耐 S55 - R7 設計

長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)+居

住性向上型

(給水管、給

湯管)+福祉対

応型

448

酔之尾東団地 2 8 中耐 S55 - R7 設計

長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)+居

住性向上型

(給水管、給

湯管)+福祉対

応型

455

日ノ出住宅 A 24 中耐 H8 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
2,058

日ノ出住宅 B 16 中耐 H9 - R7 設計
長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)
1,416

郷野原住宅 1 6 簡２ S48 - R7

郷野原住宅 2 6 簡２ S49 - R7

郷野原住宅 3 6 簡２ S49 - R7

郷野原住宅 4 6 簡２ S50 - R7

浜西住宅 1 8 低耐 H30 - R7

新田住宅 1 6 簡２ S47 - R7

新田住宅 2 5 簡３ S48 - R7

松下住宅 1 1 木造 S61 - R7

松下住宅 2 2 木造 S61 - R7

松下住宅 3 2 木造 S61 - R7

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

住棟
番号

戸数
建設
年度

修繕・改善事業の内容

　事業主体名：

　住宅の区分：

LCC

縮減効果

(千円/

年)

備考団地名

いちき串木野市

構造

次期点検時期
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定
点検

法定点検に
準じた点検 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

芹ヶ野住宅 4 2 木造 H1 - R7

芹ヶ野住宅 5 2 木造 H1 - R7

芹ヶ野住宅 6 2 木造 H1 - R7

芹ヶ野住宅 7 2 木造 H1 - R7

金山住宅 1 2 木造 H1 - R7

金山住宅 2 2 木造 H1 - R7

ひばりが丘団地Ａ 13 中耐 H1 - R7

ひばりが丘団地Ｂ 13 中耐 H1 - R7

ひばりが丘団地Ｃ 13 中耐 H1 - R7

ひばりが丘団地Ｄ 13 中耐 H1 - R7

ひばりが丘団地Ｅ 9 中耐 H2 - R7

ひばりが丘団地Ｆ 9 中耐 H2 - R7

ひばりが丘団地Ｇ 10 中耐 H2 - R7

ウッドタウン 1 2 木造 H10 - R7

ウッドタウン 2 2 木造 H10 - R7

ウッドタウン 4 2 木造 H10 - R7

ウッドタウン 5 2 木造 H10 - R7

ウッドタウン 6 2 木造 H10 - R7

ウッドタウン 7 2 木造 H10 - R7

ウッドタウン 8 2 木造 H11 - R7

ウッドタウン 9 2 木造 H11 - R7

ウッドタウン 10 2 木造 H11 - R7

ウッドタウン 11 2 木造 H12 - R7

ウッドタウン 12 2 木造 H13 - R7

ウッドタウン 13 2 木造 H14 - R7

ウッドタウン 14 2 木造 H15 - R7

ウッドタウン 15 2 木造 H16 - R7

ウッドタウン 16 2 木造 H17 - R7

ウッドタウン 17 2 木造 H18 - R7

ウッドタウン 18 2 木造 H19 - R7

　事業主体名： いちき串木野市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC

縮減効果

(千円/

年)

備考
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定
点検

法定点検に
準じた点検 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

ウッドタウン 19 2 木造 H20 - R7

ウッドタウン 20 2 木造 H21 - R7

ウッドタウン 21 2 木造 H22 - R7

ウッドタウン 22 2 木造 H22 - R7

ウッドタウン 23 2 木造 H24 - R7

ウッドタウン 24 2 木造 H25 - R7

ウッドタウン 25 2 木造 H26 - R7

ウッドタウン 26 2 木造 H27 - R7

ウッドタウン 27 1 木造 H28 - R7

ウッドタウン 28 1 木造 H29 - R7

ウッドタウン 29 1 木造 H29 - R7

ウッドタウン 30 1 木造 H29 - R7

荒川住宅 1 2 木造 H13 - R7

荒川住宅 2 2 木造 H14 - R7

荒川住宅 3 2 木造 H15 - R7

荒川住宅 4 2 木造 H17 - R7

佐保井住宅 1 5 簡２ S51 - R7

佐保井住宅 2 5 簡３ S51 - R7

佐保井住宅 3 5 簡４ S51 - R7

佐保井住宅 4 4 簡５ S52 - R7

佐保井住宅 5 4 簡６ S52 - R7

佐保井住宅 6 4 簡７ S52 - R7

珍ノ山住宅 1 5 簡２ S54 - R7

中組住宅 1 5 簡２ S56 - R7

中組住宅 2 5 簡２ S56 - R7

中組住宅 3 3 低耐 S59 - R7

中組住宅 4 4 低耐 S59 - R7

中組住宅 5 5 低耐 S60 - R7

日ノ出住宅 C 18 中耐 H10 - R7

日ノ出住宅 D 24 中耐 H12 - R7

日ノ出住宅 E 16 中耐 H13 - R7

平佐原住宅 1 9 中耐 H15 - R7

平佐原住宅 2 9 中耐 H17 - R7

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

　事業主体名： いちき串木野市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC

縮減効果

(千円/

年)

備考
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（２）特公賃住宅 

 

 

 

 

 

（３）単独住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定
点検

法定点検に
準じた点検 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

ウッドタウン 1 2 木造 H10 - R7

次期点検時期

　事業主体名： いちき串木野市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

修繕・改善事業の内容 LCC

縮減効果

(千円/

年)

備考

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（単独住宅）

法定
点検

法定点検に
準じた点検 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

酔之尾東団地
（定住促進住宅） 1 32 中耐 S55 - R7 設計

長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)+居

住性向上型

(給水管、給

湯管)+福祉対

応型

1,791

酔之尾東団地
（定住促進住宅）

2 32 中耐 S55 - R7 設計

長寿命化型

(屋上防水＋

外壁改修)+居

住性向上型

(給水管、給

湯管)+福祉対

応型

1,819

羽島地域振興
住宅

1 1 木造 H28 - R7

羽島地域振興
住宅

2 1 木造 H28 - R7

荒川地域振興
住宅

1 1 木造 H30 - R7

荒川地域振興
住宅

2 1 木造 H30 - R7

旭地域振興住
宅

1 1 木造 H30 - R7

　事業主体名： いちき串木野市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC

縮減効果

(千円/

年)

備考

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）

公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に

準じた点検
H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

　事業主体名：

備考
維持管理・改善事業の内容

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期

いちき串木野市

　住宅の区分：

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に

準じた点検

いちき串木野市

LCC
（千円/年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期

備考
新規又は建
替整備予定

年度
団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
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第 7 章 長寿命化に向けたライフサイクルコストとその縮減効果

の把握 
（１）検討対象団地 

本計画では、予防保全的な修繕や耐久性の向上に資する改善等の計画的な実施により、公営

住宅等の長寿命化を図り、ライフサイクルコスト（以下、「ＬＣＣ」という。）の縮減を目指

しています。 

そこで、ここでは、計画期間内に長寿命化型改善事業を計画している下表の団地のＬＣＣの

縮減効果長寿命化の効果を確認するため、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28 年 8

月改定）」の算出プログラムを利用して、ＬＣＣを算出します。 

 

ライフサイクルコストの算出の概要 

 

公営住宅 

計画 対象団地 内容 算出方法 

長寿命化型改善事

業 

文京町団地：52 戸 

日ノ出住宅：40 戸 改善、修繕に要するコス

トを考慮したライフサイク

ルコスト（ＬＣＣ）の縮減効

果を算出 

戸当たり、年間のＬＣＣについて

計画前と計画後を比較※ 
長寿命化型改善事

業、居住性向上型 

改善事業、福祉対

応型改善事業 

酔之尾東団地：16 戸 

※ 戸当たりで算出した結果を住棟単位（千円/棟・年）で算出 

戸当たりのＬＣＣ（縮減）額×当該住棟の戸数 

 

単独住宅 

計画 対象団地 内容 算出方法 

長寿命化型改善事

業、居住性向上型 

改善事業、福祉対

応型改善事業 

酔之尾東団地 

（定住促進住宅） 

：64 戸 

改善、修繕に要するコス

トを考慮したライフサイク

ルコスト（ＬＣＣ）の縮減効

果を算出 

戸当たり、年間のＬＣＣについて

計画前と計画後を比較※ 

※ 戸当たりで算出した結果を住棟単位（千円/棟・年）で算出 

戸当たりのＬＣＣ（縮減）額×当該住棟の戸数 
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（２）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の手順 

対象とする住棟のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の基本的な考え方を以下に示しま

す。 

・長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれの場合について評価期間に

要するコストを算出し、住棟単位で年当たりのコストを比較します。 

・戸当たりコストを基に当該住棟の住戸数分を積算して、住棟当たりのコストを算出します。 

下表の「ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）」がプラスになっていれば「縮減効果がある」

と判断されます。 

なお、建替のＬＣＣについては、ＬＣＣ（計画後）を算出します。 

 

①1棟のＬＣＣの縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）〔単位 千円/棟・年〕 

②ＬＣＣ（計画前）＝（建設費＋修繕費＋除却費）／評価期間（改善非実施） 

③ＬＣＣ（計画後）＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）／評価期間（改善実施） 

 

評価期間 

 計画前 計画後 

耐火構造 築後 50 年 築後 70 年 

 

参考：ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

   ＊１現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕、除却コスト）については、社会的割引率（４％）を適用し現在価値化。 

 

建設費 

LCC 

評
価
期
間 

（改
善
非
実
施
）
Ａ 

評価期間（改善非実施）Ａ 

（改善を実施しない住棟） 

建設時点 現時点 

建
設
費 

 

除却費 B 

建設費 

LCC 

評
価
期
間 

（改
善
実
施
）Ｂ 

現時点 

評価期間（改善実施）Ｂ 

（改善を実施する住棟） 

長寿命化型 

改善 

建設時点 

改善費 

除却費 A 

建
設
費 

年平均 

費用 A 

年平均 

費用 B 

年平均 

費用 A 

年平均 

費用 B 

毎年度の 

改善額 

― ＝ 

除
却
費
Ｂ 

修繕費Ａ 

修繕費Ｂ 

修繕費Ａ 

修繕費Ｂ 

現在価値化＊１ 

現在価値化＊１ 

÷ 

÷ 

除
却
費
Ａ 

改
善
費 
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ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出方法（続き） 

 

①１棟のＬＣＣ改善効果 ＝ ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 〔単位 千円/棟・年〕 

 

 

 

〔単位 千円/棟・年〕 
 
＊２：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施しない場合に想定される管理期間に要するコスト。 

 

・建設費：指針では推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施行

規則第 23 条の率）としているが、本市の実態により近づけるため対象となる住棟の各

住戸の近傍同種家賃算出式で用いているものを使用。 

・修繕費：建設費（推定再建築費）に典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を乗じて算

定される累積修繕費で代用。本試算では中層耐火階段室型の修繕乗率を採用。 

・評価期間（改善非実施）：改善事業を実施しない場合に想定される管理期間。本試算での評価期

間は前述のとおり。 

・除却費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費（※）。 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊３：（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）は、公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿命

化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）に要する

コスト。 

 

・建設費：②の記載と同じ。建替のＬＣＣは、計画後モデルにより試算しているが、建設費は

平成27年度公表の標準建設費を使用している。 

・改善費：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業費及び公営住宅等長寿命化計画の計画期

間以後に想定される改善事業費の総額から修繕費相当額を控除した額（※） 

・修繕費：建設後、評価期間（改善実施）末までに実施した修繕工事費（※）。本試算では中層耐

火階段室型の修繕乗率を採用。 

・除却費：評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費（※）。 

・評価期間（改善実施）：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営

住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施す

る場合に想定される管理期間（目標管理期間）。本試算での評価期間は前述のとおり。 

 
（※） 現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善、修繕、除却）については、社会的割引率（４％）を適

用して現在価値化する。 
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（３）ライフサイクルコストの算出結果と効果について 

①長寿命化型改善事業のＬＣＣ縮減効果 

長寿命化型改善（屋上防水＋外壁改修）を計画している住棟のＬＣＣの年平均の縮減額をみ

ると、棟によってバラつきはありますが、すべてプラスとなっています。 

このことから、対象住棟の長寿命化型改善によるＬＣＣの縮減効果があると判断されます。 

 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果 

【公営住宅】 

団地名 
住棟 

番号 
戸数 構造 

建設 

年度 
改善事業の内容 

予定 

年度 

LCC 縮減効果

(千円/年・棟) 

文京町団地 A 10 中耐 H5 屋上防水、外壁改修 R4 667 

文京町団地 B 10 中耐 H5 屋上防水、外壁改修 R7 689 

文京町団地 C 12 中耐 H6 屋上防水、外壁改修 R6 926 

文京町団地 D 10 中耐 H6 屋上防水、外壁改修 R8 785 

文京町団地 E 10 中耐 H6 屋上防水、外壁改修 R5 765 

日ノ出住宅 A 24 中耐 H8 屋上防水、外壁改修 R11 2,058 

日ノ出住宅 B 16 中耐 H9 屋上防水、外壁改修 R12 1,416 

 

②長寿命化型改善事業+居住性向上型改善事業+福祉対応型改善事業のＬＣＣ縮減効果 

長寿命化型改修（屋上防水＋外壁改修）、居住性向上型改善事業並びに福祉対応型改善事業

を計画している住棟のＬＣＣの年平均の縮減額をみると、棟によってバラつきはありますが、

すべてプラスとなっています。 

このことから、対象住棟の長寿命化型改善、居住性向上型改善並びに福祉対応型改善による

ＬＣＣの縮減効果があると判断されます。 

 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果 

【公営住宅】 

団地名 
住棟 

番号 
戸数 構造 

建設 

年度 
改善事業の内容 

予定 

年度 

LCC 縮減効果

(千円/年・棟) 

酔 之 尾 東 団

地 
1 8 中耐 S55 

屋上防水、外壁改修、

3 点給湯の設置、手す

りの設置 

R9 448 

酔 之 尾 東 団

地 
2 8 中耐 S55 

屋上防水、外壁改修、

3 点給湯の設置、手す

りの設置 

R10 455 

【単独住宅（定住促進住宅）】 

団地名 
住棟 

番号 
戸数 構造 

建設 

年度 

長寿命化型 

改善の内容 

予定 

年度 

LCC 縮減効果

(千円/年・棟) 

酔之尾東団

地（定住促進住

宅） 

1 32 中耐 S55 

屋上防水、外壁改修、

3 点給湯の設置、手す

りの設置 

R9 1,791 

酔之尾東団

地（定住促進住

宅） 

2 32 中耐 S55 

屋上防水、外壁改修、

3 点給湯の設置、手す

りの設置 

R10 1,819 
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（４）長寿命化のための維持管理による効果 

長寿命化にかかる改善及び維持管理による効果について、以下に整理します。 

・定期点検・日常的な点検の実施により、これまでの問題やクレーム等が発生してから修繕等

を実施する維持管理（いわゆる事後保全）から、予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図

ることで、市営住宅の長寿命化が図られ、コストの縮減が可能となります。 

・適切な時期に修繕及び改善を実施することで、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防

ぐことができ、市営住宅の安全が確保できます。 

・海岸に近い、内陸部に立地しているなどの団地の立地特性、建設年度、点検結果等を踏まえ

た緊急度や重要性などに応じた維持管理を行い、適切な時期に修繕・改善を実施することで、

限られた予算の中で、結果として効率的な実施ができます。 
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第８章 計画の推進に向けて 
（１）団地カルテ、修繕データベース、点検データベースの整備・蓄積と適切な運用 

市営住宅は建設後の年数の経過とともに住宅の老朽化、居住水準等の陳腐化が進んでいくこ

とになるため、良好な居住環境を保全するためには適切な維持・管理を行うことが必要です。

また、公営住宅は、経過年数に応じて家賃収入が下がる一方、修繕費用が膨らむ傾向にあるこ

とから、適切な計画修繕に基づきストックを有効に活用していくことが求められます。 

このため、「団地カルテ」と維持管理データベースや点検データベースを活用して、将来必

要となる修繕の内容とその実施時期を適切に計画し、今後の計画修繕に反映していきます。 

また、維持修繕に適切な資金投入が行われるよう修繕費用を適正に見積り、計画的な修繕を

行うことが必要です。このため、修繕費用を適正に見積り、計画的な修繕ができるようなツー

ルの導入を検討します。 

 

（２）改善事業に係る入居者の合意形成 

改善事業を円滑に進めるためには、入居者に対するこまめな情報提供が重要となります。こ

のため、入居者を対象とした事業説明会や広報誌、パンフレット等の配布により、以下の観点

から事業への理解が得られるよう取組を図ります。 

・団地や住棟の活用手法選定の根拠や考え方の入居者への周知。 

・改善等の必要性やメリットの入居者や地域住民などへの周知。 

また、工事に当たっては工事車輛の出入りや工事に伴う騒音等が発生する可能性があり、団

地周辺住民の理解・協力が得られるよう配慮します。 

 

（３）多様な事業手法の検討 

市営住宅の補完として、増加する民間空き家を活用した住宅セーフティネット法に基づくセ

ーフティネット住宅の活用を検討します。 

また、公営住宅及び特公賃の改善事業については、国費の対象となりますが、定住促進住宅

等については、改善事業費の捻出が課題となります。市の改修費負担を軽減する方策の一つと

して、入居者による改修（DIY）などを検討します。 

 

DIY 住宅の事例：南九州市（壁・天井・床等の色・柄・素材等を変更できる） 

 

 

 

 

 

 

出典：南九州市ホームページ 
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参考資料１ 市営住宅 団地別住棟別事業手法選定表      

参考 1－2 

参考資料１ 市営住宅 団地別住棟別事業手法選定表 

 団地概要
１次判定（その①立地・環境等） 1次判定（その②建築物） １次判定 ３次判定

基礎情報 2)効率性 その他 躯体 避難 居住性

構造 建設 年度
法定建替
要件の適

合性
利便性

災害危険の

可能性（土

砂災害等）

耐用年限
の経過状

況

新耐震
基準

耐震改修
の可能性

２方向
避難

a.住戸面
積

b.高齢化
対応

c.設備水
準（浴室
設備）

d.設備水
準

（給湯）

e.設備水
準(トイレ

の水洗化)
判定結果

耐用年限

までの残

存年数

改善内容
判定に係る改善

事業手法
(仮設定)

事業手法
参考：H23年度長

寿命化計画におけ
る活用方針

その他、政策的判断
中長期的な管理

の見通し
(事業手法)

３次判定結果
(計画期間内の

事業手法)

木造
簡平
簡2
低耐
中耐

（和暦） （西暦）
入居率（団
地単位）

○：入居率
80％以上

×：
上記以外

○：0.1ha
　　以上
×：0.1ha
　　未満

○：バス
停から

300m以
内

×：上記
以外

○：危険
区域外

×：上記
以外

×：耐用年
限超過

△：上記以
外耐用年

限1/2経過
○：上記以

外

継続管理
判断留保

○：S57年
以降建設
または
S56以前
建設で壁
式(耐火
造)

○：可能
×：困難
－：未判
定
耐火構造
のみ

○：問題
　　なし
×：問題
-：調査対
象外(平屋
建）

○：40㎡
　　以上
×：40㎡
　　未満
-：対象外
(単身世帯
向け)

平成３年
以降：○
上記以外
でバリア
フリー改
善済：△
×：なし

○：浴室・
浴槽あり
△：浴槽
なし
×：浴室
なし

○：3点給
湯あり
△：上記
以外の給
湯設備あ
り
×：なし

○：水洗
×：汲取
　　り

各判定結果に

おいて

○：問題なし

△：設備と高齢

化対応で問題

あり

×：面積又は浴

室で問題あり

標準管
理期間

残り

a:流し台取

替、床張替

b:水洗化、

下水接続

c:外壁改修

d.その他修

繕

－：なし

○：判定に係る改善
－：なし

用途廃止又は建替
維持管理

改善

需要、効率
性、立地等
（4：最大、

0最小）

建替
用途廃止

改善
維持管理

建替
用途廃止
個別改善
維持管理

団地の立地条件、土地条件、その

他事業推進要件（公共事業の有無

等）を勘案した判断/まちづくりの観

点から見た地域整備の必要性・貢

献/近接した団地等との連携整備の

可能性（仮住居等）/事業の地域バ

ランス、他事業主体等の連携など

建替
用途廃止
個別改善
維持管理

建替
用途廃止
個別改善
維持管理

照島小 1 塩屋堀住宅 公営住宅 1 1 2 10 47.90㎡ 480 簡２ 1998 28 1953 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × × × × × -22 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

照島小 1 塩屋堀住宅 公営住宅 1 2 1 1 37.10㎡ 480 木造 1992 37 1962 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × × × × × -28 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

照島小 1 塩屋堀住宅 公営住宅 1 3 1 1 37.10㎡ 480 木造 1992 37 1962 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × × × × × -28 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 2 新生町住宅 公営住宅 1 1 1 1 31.00㎡ 733 木造 1989 34 1959 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × × × ○ × -31 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 2 新生町住宅 公営住宅 1 2 1 1 31.00㎡ 733 木造 1989 34 1959 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × × × ○ × -31 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 2 新生町住宅 公営住宅 1 3 1 1 31.00㎡ 733 木造 1989 34 1959 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × × × ○ × -31 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 2 新生町住宅 公営住宅 1 5 1 1 31.00㎡ 733 木造 1989 34 1959 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × × × ○ × -31 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 3 郷野原住宅 公営住宅 1 1 2 6 43.70㎡ 1,947 簡２ 2018 48 1973 91.7% ○ ○ × ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -2 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

串木野小 3 郷野原住宅 公営住宅 1 2 2 6 48.60㎡ 1,947 簡２ 2019 49 1974 91.7% ○ ○ × ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

串木野小 3 郷野原住宅 公営住宅 1 3 2 6 48.60㎡ 1,947 簡２ 2019 49 1974 91.7% ○ ○ × ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

串木野小 3 郷野原住宅 公営住宅 1 4 2 6 49.70㎡ 1,947 簡２ 2020 50 1975 91.7% ○ ○ × ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 0 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

羽島小 4 土川住宅 公営住宅 1 2 1 1 33.00㎡ 348 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

羽島小 4 土川住宅 公営住宅 1 2 1 1 33.00㎡ 348 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 5 袴田住宅 公営住宅 1 4 1 1 29.00㎡ 791 木造 1992 37 1962 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × × × × × -28 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

串木野小 5 袴田住宅 公営住宅 1 5 1 1 29.00㎡ 791 木造 1992 37 1962 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × × × × × -28 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

串木野小 5 袴田住宅 公営住宅 1 6 1 1 29.00㎡ 791 木造 1992 37 1962 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × × × × × -28 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

串木野小 5 袴田住宅 公営住宅 1 7 1 5 33.00㎡ 578 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

串木野小 5 袴田住宅 公営住宅 1 8 1 2 33.00㎡ 578 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

照島小 6 照島住宅 公営住宅 1 1 1 3 36.00㎡ 845 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

照島小 6 照島住宅 公営住宅 1 2 1 2 36.00㎡ 845 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

羽島小 7 羽島住宅 公営住宅 1 1 1 5 33.00㎡ 636 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

生福小 8 大六野住宅 公営住宅 1 1 1 4 33.00㎡ 714 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

旭小 9 旭住宅 公営住宅 1 1 1 5 33.00㎡ 509 簡平 1995 40 1965 100.0% ○ × × × × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -25 － － 改善、建替、又は用途廃止 1 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 11 胡麻堀住宅 公営住宅 1 1 1 1 37.20㎡ 457 簡平 1996 41 1966 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ ○ × -24 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

串木野小 11 胡麻堀住宅 公営住宅 1 2 1 3 37.20㎡ 457 簡平 1996 41 1966 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ × × △ △ ○ × -24 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

羽島小 12 松尾住宅 公営住宅 1 1 1 4 33.00㎡ 510 簡平 1996 41 1966 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 △ - ○ × × △ △ × × -24 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 用途廃止 用途廃止 用途廃止

羽島小 13 森木住宅 公営住宅 1 1 1 4 40.00㎡ 1,500 簡平 1996 41 1966 100.0% ○ ○ ○ × × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -24 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

羽島小 13 森木住宅 公営住宅 1 3 1 4 40.00㎡ 1,500 簡平 1996 41 1966 100.0% ○ ○ ○ × × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -24 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

羽島小 13 森木住宅 公営住宅 1 4 1 3 40.00㎡ 1,500 簡平 1996 41 1966 100.0% ○ ○ ○ × × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -24 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 用途廃止

羽島小 14 浜西住宅 公営住宅 1 1 4 8 49.97㎡ 1,913 低耐 2088 30 2018 87.5% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 68 － － 維持管理 4 維持管理 建替 維持管理 維持管理

串木野小 15 新田住宅 公営住宅 1 1 2 6 44.30㎡ 758 簡２ 2017 47 1972 90.9% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -3 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

串木野小 15 新田住宅 公営住宅 1 2 2 5 46.40㎡ 758 簡２ 2018 48 1973 90.9% ○ × ○ ○ × 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ -2 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

冠岳小 16 松下住宅 公営住宅 1 1 1 1 61.00㎡ 2,530 木造 2016 61 1986 83.3% ○ ○ ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ × △ -4 － － 改善、建替、又は用途廃止 4 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

冠岳小 16 松下住宅 公営住宅 1 2 1 2 61.00㎡ 2,530 木造 2016 61 1986 83.3% ○ ○ ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ × △ -4 － － 改善、建替、又は用途廃止 4 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

冠岳小 16 松下住宅 公営住宅 1 3 1 2 61.00㎡ 2,530 木造 2016 61 1986 83.3% ○ ○ ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ × △ -4 － － 改善、建替、又は用途廃止 4 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

冠岳小 16 松下住宅 公営住宅 1 4 1 1 61.00㎡ 2,530 木造 2016 61 1986 83.3% ○ ○ ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ × △ -4 － － 改善、建替、又は用途廃止 4 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 1 1 2 61.00㎡ 4,924 木造 2018 63 1988 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -2 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 2 1 2 61.00㎡ 4,924 木造 2018 63 1988 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -2 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 3 1 2 61.00㎡ 4,924 木造 2018 63 1988 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -2 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 4 1 2 61.00㎡ 4,924 木造 2019 1 1989 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 5 1 2 61.00㎡ 4,924 木造 2019 1 1989 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 6 1 2 64.50㎡ 4,924 木造 2019 1 1989 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 17 芹ヶ野住宅 公営住宅 1 7 1 2 64.50㎡ 4,924 木造 2019 1 1989 78.6% × ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 2 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 18 金山住宅 公営住宅 1 1 1 2 61.00㎡ 1,162 木造 2019 1 1989 100.0% ○ ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

旭小 18 金山住宅 公営住宅 1 2 1 2 61.00㎡ 1,162 木造 2019 1 1989 100.0% ○ ○ ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 A 5 13 55.60㎡ 8,781 中耐 2059 1 1989 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ 39 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 B 5 13 55.60㎡ 8,781 中耐 2059 1 1989 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ 39 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 C 5 13 55.60㎡ 8,781 中耐 2059 1 1989 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ 39 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 D 5 13 62.70㎡ 8,781 中耐 2059 1 1989 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ 39 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 E 3 9 55.60㎡ 8,781 中耐 2060 2 1990 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ △ ○ △ 40 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 F 3 9 55.60㎡ 8,781 中耐 2060 2 1990 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ △ ○ △ 40 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

照島小 19 ひばりが丘団地 公営住宅 1 G 4 10 66.60㎡ 8,781 中耐 2060 2 1990 91.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ △ ○ △ 40 － － 維持管理 4 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

串木野小 20 文京町団地 公営住宅 1 A 4 10 56.60㎡ 5,790 中耐 2063 5 1993 81.3% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 個別改善

串木野小 20 文京町団地 公営住宅 1 B 4 10 50.50㎡ 5,790 中耐 2063 5 1993 81.3% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 個別改善

串木野小 20 文京町団地 公営住宅 1 C 4 12 50.50㎡ 5,790 中耐 2064 6 1994 81.3% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 44 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 個別改善

串木野小 20 文京町団地 公営住宅 1 D 4 10 50.50㎡ 5,790 中耐 2064 6 1994 81.3% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 44 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 個別改善

串木野小 20 文京町団地 公営住宅 1 E 4 10 56.60㎡ 5,790 中耐 2064 6 1994 81.3% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 44 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 個別改善

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 1 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

特記事項
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団地概要
１次判定（その①立地・環境等） 1次判定（その②建築物） １次判定 ３次判定

基礎情報 2)効率性 その他 躯体 避難 居住性

構造 建設 年度
法定建替
要件の適

合性
利便性

災害危険の

可能性（土

砂災害等）

耐用年限
の経過状

況

新耐震
基準

耐震改修
の可能性

２方向
避難

a.住戸面
積

b.高齢化
対応

c.設備水
準（浴室
設備）

d.設備水
準

（給湯）

e.設備水
準(トイレ

の水洗化)
判定結果

耐用年限

までの残

存年数

改善内容
判定に係る改善

事業手法
(仮設定)

事業手法
参考：H23年度長

寿命化計画におけ
る活用方針

その他、政策的判断
中長期的な管理

の見通し
(事業手法)

３次判定結果
(計画期間内の

事業手法)

木造
簡平
簡2
低耐
中耐

（和暦） （西暦）
入居率（団
地単位）

○：入居率
80％以上

×：
上記以外

○：0.1ha
　　以上
×：0.1ha
　　未満

○：バス
停から

300m以
内

×：上記
以外

○：危険
区域外

×：上記
以外

×：耐用年
限超過

△：上記以
外耐用年

限1/2経過
○：上記以

外

継続管理
判断留保

○：S57年
以降建設
または
S56以前
建設で壁
式(耐火
造)

○：可能
×：困難
－：未判
定
耐火構造
のみ

○：問題
　　なし
×：問題
-：調査対
象外(平屋
建）

○：40㎡
　　以上
×：40㎡
　　未満
-：対象外
(単身世帯
向け)

平成３年
以降：○
上記以外
でバリア
フリー改
善済：△
×：なし

○：浴室・
浴槽あり
△：浴槽
なし
×：浴室
なし

○：3点給
湯あり
△：上記
以外の給
湯設備あ
り
×：なし

○：水洗
×：汲取
　　り

各判定結果に

おいて

○：問題なし

△：設備と高齢

化対応で問題

あり

×：面積又は浴

室で問題あり

標準管
理期間

残り

a:流し台取

替、床張替

b:水洗化、

下水接続

c:外壁改修

d.その他修

繕

－：なし

○：判定に係る改善
－：なし

用途廃止又は建替
維持管理

改善

需要、効率
性、立地等
（4：最大、

0最小）

建替
用途廃止

改善
維持管理

建替
用途廃止
個別改善
維持管理

団地の立地条件、土地条件、その

他事業推進要件（公共事業の有無

等）を勘案した判断/まちづくりの観

点から見た地域整備の必要性・貢

献/近接した団地等との連携整備の

可能性（仮住居等）/事業の地域バ

ランス、他事業主体等の連携など

建替
用途廃止
個別改善
維持管理

建替
用途廃止
個別改善
維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 2 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 29 ウッドタウン 特公賃 1 3 2 2 88.32㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 用途廃止 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 4 2 2 72.90㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 5 2 2 72.90㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 6 2 2 56.30㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 7 2 2 56.30㎡ 6,900 木造 2028 10 1998 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 8 2 2 75.90㎡ 6,900 木造 2029 11 1999 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 9 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2029 11 1999 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 10 2 2 56.30㎡ 6,900 木造 2029 11 1999 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 11 2 2 72.90㎡ 6,900 木造 2030 12 2000 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 12 2 2 78.50㎡ 6,900 木造 2031 13 2001 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 11 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 13 2 2 72.90㎡ 6,900 木造 2032 14 2002 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 14 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2033 15 2003 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 15 2 2 78.50㎡ 6,900 木造 2034 16 2004 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 16 2 2 78.50㎡ 6,900 木造 2035 17 2005 85.2% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 17 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2036 18 2006 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 16 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 18 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2037 19 2007 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 19 2 2 72.87㎡ 6,900 木造 2038 20 2008 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 20 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2039 21 2009 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 19 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 21 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2040 22 2010 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 22 2 2 79.90㎡ 6,900 木造 2040 22 2010 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 23 2 2 70.00㎡ 6,900 木造 2042 24 2012 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 22 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 24 2 2 70.00㎡ 6,900 木造 2043 25 2013 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 23 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 25 2 2 70.00㎡ 6,900 木造 2044 26 2014 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 26 2 2 70.00㎡ 6,900 木造 2045 27 2015 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 25 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 27 2 1 70.00㎡ 6,900 木造 2046 28 2016 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 26 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 28 2 1 70.00㎡ 6,900 木造 2047 29 2017 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 27 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 29 2 1 70.00㎡ 6,900 木造 2047 29 2017 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 27 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

生福小 21 ウッドタウン 公営住宅 1 30 2 1 70.00㎡ 6,900 木造 2047 29 2017 85.2% ○ ○ ○ × ○ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 27 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 個別改善 維持管理

荒川小 22 荒川住宅 公営住宅 1 1 1 2 75.40㎡ 1,625 木造 2031 13 2001 62.5% × ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 11 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

荒川小 22 荒川住宅 公営住宅 1 2 1 2 75.40㎡ 1,625 木造 2032 14 2002 62.5% × ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

荒川小 22 荒川住宅 公営住宅 1 3 1 2 75.40㎡ 1,625 木造 2033 15 2003 62.5% × ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

荒川小 22 荒川住宅 公営住宅 1 4 1 2 75.40㎡ 1,625 木造 2035 17 2005 62.5% × ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 維持管理 個別改善 維持管理

照島小 23 酔之尾東団地 公営住宅 1 1 5 8 62.29㎡ 6,147 中耐 2050 55 1980 100.0% ○ ○ ○ ○ △ 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ 30 － H22シャワー設置・ﾊﾞﾗﾝｽ釜設置、内装改修 改善、建替、又は用途廃止 4 優先的に改善し維持管理 個別改善 個別改善

照島小 23 酔之尾東団地 公営住宅 1 2 5 8 62.29㎡ 6,147 中耐 2050 55 1980 100.0% ○ ○ ○ ○ △ 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ 30 － H22シャワー設置・ﾊﾞﾗﾝｽ釜設置、内装改修 改善、建替、又は用途廃止 4 優先的に改善し維持管理 個別改善 個別改善

市来小 24 佐保井住宅 公営住宅 1 1 2 5 52.70㎡ 3,773 簡２ 2021 51 1976 70.4% × ○ ○ ○ △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

市来小 24 佐保井住宅 公営住宅 1 2 2 5 52.70㎡ 3,773 簡２ 2021 51 1976 70.4% × ○ ○ ○ △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

市来小 24 佐保井住宅 公営住宅 1 3 2 5 52.70㎡ 3,773 簡２ 2021 51 1976 70.4% × ○ ○ ○ △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 1 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

市来小 24 佐保井住宅 公営住宅 1 4 2 4 55.40㎡ 3,773 簡２ 2022 52 1977 70.4% × ○ ○ ○ △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 2 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

市来小 24 佐保井住宅 公営住宅 1 5 2 4 55.40㎡ 3,773 簡２ 2022 52 1977 70.4% × ○ ○ ○ △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 2 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

市来小 24 佐保井住宅 公営住宅 1 6 2 4 55.40㎡ 3,773 簡２ 2022 52 1977 70.4% × ○ ○ ○ △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 2 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 個別改善 維持管理 維持管理

川上小 25 珍ノ山住宅 公営住宅 1 1 2 5 61.99㎡ 584 簡２ 2024 54 1979 40.0% × × × × △ 判断留保 △ - ○ ○ × △ △ × △ 4 － － 改善、建替、又は用途廃止 0 用途廃止 個別改善 維持管理 維持管理

川上小 26 中組住宅 公営住宅 1 1 2 5 61.99㎡ 3,478 簡２ 2026 56 1981 81.8% ○ ○ ○ × △ 判断留保 △ - ○ ○ × ○ ○ ○ △ 6 － H16～17年に個別改善実施済み
・住戸内（３点給湯、ユニットバスへの変更）
・共用部分（スロープ化、合併処理浄化槽）－ 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

川上小 26 中組住宅 公営住宅 1 2 2 5 61.99㎡ 3,478 簡２ 2026 56 1981 81.8% ○ ○ ○ × △ 判断留保 △ - ○ ○ × ○ ○ ○ △ 6 － H16～17年に個別改善実施済み
・住戸内（３点給湯、ユニットバスへの変更）
・共用部分（スロープ化、合併処理浄化槽）－ 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

川上小 26 中組住宅 公営住宅 1 3 2 3 63.56㎡ 3,478 低耐 2054 59 1984 81.8% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ ○ ○ △ 34 － H16～17年に個別改善実施済み
・住戸内（３点給湯、ユニットバスへの変更）
・共用部分（スロープ化、合併処理浄化槽）－ 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

川上小 26 中組住宅 公営住宅 1 4 2 4 63.56㎡ 3,478 低耐 2054 59 1984 81.8% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ ○ ○ △ 34 － H16～17年に個別改善実施済み
・住戸内（３点給湯、ユニットバスへの変更）
・共用部分（スロープ化、合併処理浄化槽）－ 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

川上小 26 中組住宅 公営住宅 1 5 2 5 63.56㎡ 3,478 低耐 2055 60 1985 81.8% ○ ○ ○ × △ 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ ○ ○ △ 35 － H16～17年に個別改善実施済み
・住戸内（３点給湯、ユニットバスへの変更）
・共用部分（スロープ化、合併処理浄化槽）－ 改善、建替、又は用途廃止 3 優先的に改善し維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

市来小 27 日ノ出住宅 公営住宅 1 A 4 24 64.66㎡ 9,886 中耐 2066 8 1996 87.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 46 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 個別改善

市来小 27 日ノ出住宅 公営住宅 1 B 4 16 64.66㎡ 9,886 中耐 2067 9 1997 87.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 47 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 個別改善

市来小 27 日ノ出住宅 公営住宅 1 C 3 18 64.28㎡ 9,886 中耐 2068 10 1998 87.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 48 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

市来小 27 日ノ出住宅 公営住宅 1 D 4 24 73.52㎡ 4,617 中耐 2070 12 2000 87.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

市来小 27 日ノ出住宅 公営住宅 1 E 4 16 73.70㎡ 4,617 中耐 2071 13 2001 87.3% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 51 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

市来小 28 平佐原住宅 公営住宅 1 1 3 9 71.74㎡ 2,629 中耐 2073 15 2003 88.9% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 53 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

市来小 28 平佐原住宅 公営住宅 1 2 3 9 70.82㎡ 2,629 中耐 2075 17 2005 88.9% ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 55 － － 維持管理 4 維持管理 維持管理 個別改善 維持管理

串木野小 30
酔之尾東団地
（定住促進住宅） 単独

1 1 5 32 62.29㎡ 6,147 中耐 1980 55 1980 64.0% × ○ ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -40 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 個別改善 個別改善

串木野小 30
酔之尾東団地
（定住促進住宅） 単独

1 2 5 32 62.29㎡ 6,147 中耐 1980 55 1980 64.0% × ○ ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ × ○ △ ○ △ -40 － － 改善、建替、又は用途廃止 3 用途廃止 個別改善 個別改善

羽島小 31 羽島地域振興住宅
単独

1 1 1 1 62.25㎡ 464 木造 2016 28 2016 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -4 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 維持管理 維持管理

羽島小 31 羽島地域振興住宅
単独

1 2 1 1 64.59㎡ 464 木造 2016 28 2016 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -4 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 維持管理 維持管理

荒川小 32 荒川地域振興住宅
単独

1 1 1 1 62.03㎡ 467 木造 2018 30 2018 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -2 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 用途廃止 維持管理

荒川小 32 荒川地域振興住宅
単独

1 2 1 1 65.20㎡ 467 木造 2018 30 2018 100.0% ○ × ○ ○ × 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -2 － － 維持管理又は用途廃止 3 維持管理、又は用途廃止 用途廃止 維持管理

旭小 33 旭地域振興住宅
単独

1 1 1 1 66.66㎡ 227 木造 2018 30 2018 100.0% ○ × ○ × × 判断留保 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -2 － － 維持管理又は用途廃止 2 維持管理、又は用途廃止 用途廃止 維持管理

特記事項

入居率

1次判定（その③建替・改善の必要性） ２次判定

1)需要 ３)立地
立地環境等
からみた管

理方針

事業性

優先順位

耐用年
限

敷地面積
住戸専用

面積
戸数階数地区 棟名称棟数種類住宅名
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参考－5 

参考資料２ 長期的な管理の見通し 

【試算の前提】 

・用途廃止予定のうち、現行計画から予定されていたものは令和12年までに段階的に除却すると想

定。 

・改善Aは長寿命化型改善（屋上防水工事、外壁改修）、改善Bは長寿命化型改善（屋上防水工事、

外壁改修）、居住性向上型改善（３点給湯の設置）及び福祉対応型改善（手すりの設置）を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住棟類型（実施時期（築年数）・単価）設定表

新規-耐火 1 40 - 70 14,000 2,000 - 1,000
新規-準耐火 2 22 - 45 13,000 1,500 - 600
新規-木質準耐火 3 22 - 45 13,000 1,500 - 500
新規-木造 4 22 - 45 12,500 1,500 - 400
耐震+改善Ａ 5 45 - 70 - 9,000 - 1,000
EV+改善Ａ 6 45 - 70 - 5,000 - 1,000
EV+改善Ｂ 7 45 - 70 - 3,500 - 1,000
改善Ａ 8 45 - 70 - 2,000 - 1,000
改善Ｂ 9 45 - 70 - 3,500 - 1,000
配管更新等 10 - 45 70 - - 1,500 1,000
外壁改修等 11 - 45 70 - - 2,000 1,000
TR 12 40 - 70 - 2,500 - 1,000
早期建替等 13 - - 50 - - - 1,000
木造除却 15 - - 45 - - - 400
簡耐除却 16 - - 45 - - - 600
中耐除却 17 - - 70 - - - 1,000
計画修繕のみ 18 - - 70 - - - 1,000

用途廃止

維持管理

改善
個別改善

長寿命化型
改善のみ

全面的改善
建替

除却等 建設費
改善費

（１回目）
改善費

（２回目）
除却費

新規整備

事業手法等 実施時期(築年数） 費用（千円）

事業手法 住棟類型 コード
改善

（１回目）
改善

（２回目）
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供用(建替えていない住棟)
供用(新規・建替えた住棟)
除却後

除却
建替・新築
改善

■長期的な管理の見通し 改善（■）、建替（■）、除却（■）、除却後（■）、供用（■）、建替後（■）

年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用
減少率に応

じた建替戸

数

整備
戸数

算定に

用いる

戸数
合計 新規整備 改善 建替 除却

塩屋堀住宅 1 10 簡二 2 1953 1953 15 - - - - - - 2022 400 - - - - - - - - 0 4,000 4,000 0 0 0 4,000
塩屋堀住宅 2 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
塩屋堀住宅 3 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 1 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 2 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2023 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 3 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
新生町住宅 5 1 木造 1 1959 1959 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
郷野原住宅 1 6 簡二 2 1973 1973 13 2 - - - - - - 2035 1,000 2036 13,000 2058 1,500 - - 2081 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
郷野原住宅 2 6 簡二 2 1974 1974 13 2 - - - - - - 2036 1,000 2037 13,000 2059 1,500 - - 2082 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
郷野原住宅 3 6 簡二 2 1974 1974 13 2 - - - - - - 2037 1,000 2038 13,000 2060 1,500 - - 2083 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
郷野原住宅 4 6 簡二 2 1975 1975 13 2 - - - - - - 2038 1,000 2039 13,000 2061 1,500 - - 2084 600 6 6 6,000 78,000 84,000 0 0 78,000 6,000
土川住宅 2 1 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
土川住宅 2 1 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 4 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 5 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 6 1 木造 1 1962 1962 15 - - - - - - 2024 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
袴田住宅 7 5 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2025 400 - - - - - - - - 0 2,000 2,000 0 0 0 2,000
袴田住宅 8 2 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2025 400 - - - - - - - - 0 800 800 0 0 0 800
照島住宅 1 3 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2026 400 - - - - - - - - 0 1,200 1,200 0 0 0 1,200
照島住宅 2 2 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2026 400 - - - - - - - - 0 800 800 0 0 0 800
羽島住宅 1 5 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2026 400 - - - - - - - - 0 2,000 2,000 0 0 0 2,000
大六野住宅 1 4 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2027 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
旭住宅 1 5 簡平 1 1965 1965 15 - - - - - - 2028 400 - - - - - - - - 0 2,000 2,000 0 0 0 2,000
胡麻堀住宅 1 1 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2028 400 - - - - - - - - 0 400 400 0 0 0 400
胡麻堀住宅 2 3 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2029 400 - - - - - - - - 0 1,200 1,200 0 0 0 1,200
松尾住宅 1 4 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2029 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
森木住宅 1 4 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2030 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
森木住宅 3 4 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2030 400 - - - - - - - - 0 1,600 1,600 0 0 0 1,600
森木住宅 4 3 簡平 1 1966 1966 15 - - - - - - 2031 400 - - - - - - - - 0 1,200 1,200 0 0 0 1,200
浜西住宅 1 8 低耐 4 2018 2018 18 - - - - - - 2088 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
新田住宅 1 6 簡二 2 1972 1972 16 2 - - - - - - 2031 600 2032 13,000 2054 1,500 - - 2077 600 2 2 3,600 26,000 29,600 0 0 26,000 3,600
新田住宅 2 5 簡二 2 1973 1973 16 2 - - - - - - 2031 600 2032 13,000 2054 1,500 - - 2077 600 2 2 3,000 26,000 29,000 0 0 26,000 3,000
松下住宅 1 1 木造 1 1986 1986 15 4 - - - - - - 2031 400 2032 12,500 2054 1,500 - - 2077 400 1 1 400 12,500 12,900 0 0 12,500 400
松下住宅 2 2 木造 1 1986 1986 15 4 - - - - - - 2031 400 2032 12,500 2054 1,500 - - 2077 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
松下住宅 3 2 木造 1 1986 1986 15 4 - - - - - - 2031 400 2032 12,500 2054 1,500 - - 2077 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
松下住宅 4 1 木造 1 1986 1986 15 4 - - - - - - 2031 400 2032 12,500 2054 1,500 - - 2077 400 1 1 400 12,500 12,900 0 0 12,500 400
芹ヶ野住宅 1 2 木造 1 1988 1988 15 4 - - - - - - 2033 400 2034 12,500 2056 1,500 - - 2079 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
芹ヶ野住宅 2 2 木造 1 1988 1988 15 4 - - - - - - 2033 400 2034 12,500 2056 1,500 - - 2079 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
芹ヶ野住宅 3 2 木造 1 1988 1988 15 4 - - - - - - 2033 400 2034 12,500 2056 1,500 - - 2079 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
芹ヶ野住宅 4 2 木造 1 1989 1989 15 4 - - - - - - 2034 400 2035 12,500 2057 1,500 - - 2080 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
芹ヶ野住宅 5 2 木造 1 1989 1989 15 4 - - - - - - 2034 400 2035 12,500 2057 1,500 - - 2080 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
芹ヶ野住宅 6 2 木造 1 1989 1989 15 4 - - - - - - 2034 400 2035 12,500 2057 1,500 - - 2080 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
芹ヶ野住宅 7 2 木造 1 1989 1989 15 4 - - - - - - 2034 400 2035 12,500 2057 1,500 - - 2080 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
金山住宅 1 2 木造 1 1989 1989 15 4 - - - - - - 2034 400 2035 12,500 2057 1,500 - - 2080 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
金山住宅 2 2 木造 1 1989 1989 15 4 - - - - - - 2034 400 2035 12,500 2057 1,500 - - 2080 400 1 1 800 12,500 13,300 0 0 12,500 800
ひばりが丘団地 A 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 B 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 C 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 D 13 中耐 5 1989 1989 18 - - - - - - 2059 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 E 9 中耐 3 1990 1990 18 - - - - - - 2060 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 F 9 中耐 3 1990 1990 18 - - - - - - 2060 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
ひばりが丘団地 G 10 中耐 4 1990 1990 18 - - - - - - 2060 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
文京町団地 A 10 中耐 4 1993 1993 8 - - 2022 2,000 - - 2063 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
文京町団地 B 10 中耐 4 1993 1993 8 - - 2025 2,000 - - 2063 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
文京町団地 C 12 中耐 4 1994 1994 8 - - 2024 2,000 - - 2064 1,000 - - - - - - - - 0 24,000 24,000 0 24,000 0 0
文京町団地 D 10 中耐 4 1994 1994 8 - - 2026 2,000 - - 2064 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
文京町団地 E 10 中耐 4 1994 1994 8 - - 2023 2,000 - - 2064 1,000 - - - - - - - - 0 20,000 20,000 0 20,000 0 0
ウッドタウン 1 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 2 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 3 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 4 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 5 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 6 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 7 2 木造 2 1998 1998 15 4 - - - - - - 2043 400 2044 12,500 2066 1,500 - - 2089 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 8 2 木造 2 1999 1999 15 4 - - - - - - 2044 400 2045 12,500 2067 1,500 - - 2090 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 9 2 木造 2 1999 1999 15 4 - - - - - - 2044 400 2045 12,500 2067 1,500 - - 2090 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 10 2 木造 2 1999 1999 15 4 - - - - - - 2044 400 2045 12,500 2067 1,500 - - 2090 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 11 2 木造 2 2000 2000 15 4 - - - - - - 2045 400 2046 12,500 2068 1,500 - - 2091 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 12 2 木造 2 2001 2001 15 4 - - - - - - 2046 400 2047 12,500 2069 1,500 - - 2092 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 13 2 木造 2 2002 2002 15 4 - - - - - - 2047 400 2048 12,500 2070 1,500 - - 2093 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 14 2 木造 2 2003 2003 15 4 - - - - - - 2048 400 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 15 2 木造 2 2004 2004 15 4 - - - - - - 2049 400 2050 12,500 2072 1,500 - - 2095 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
ウッドタウン 16 2 木造 2 2005 2005 15 4 - - - - - - 2050 400 2051 12,500 2073 1,500 - - 2096 400 2 2 800 800 0 0 0 800

（2021年-2050年の30年間）　　　　（単位：千円）
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供用(建替えていない住棟)
供用(新規・建替えた住棟)
除却後

除却
建替・新築
改善

■長期的な管理の見通し 改善（■）、建替（■）、除却（■）、除却後（■）、供用（■）、建替後（■）

年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用 年度 費用
減少率に応

じた建替戸

数

整備

戸数

算定に

用いる

戸数
合計 新規整備 改善 建替 除却

ウッドタウン 17 2 木造 2 2006 2006 15 4 - - - - - - 2051 400 2052 12,500 2074 1,500 - - 2097 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 18 2 木造 2 2007 2007 15 4 - - - - - - 2052 400 2053 12,500 2075 1,500 - - 2098 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 19 2 木造 2 2008 2008 15 4 - - - - - - 2053 400 2054 12,500 2076 1,500 - - 2099 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 20 2 木造 2 2009 2009 15 4 - - - - - - 2054 400 2055 12,500 2077 1,500 - - 2100 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 21 2 木造 2 2010 2010 15 4 - - - - - - 2055 400 2056 12,500 2078 1,500 - - 2101 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 22 2 木造 2 2010 2010 15 4 - - - - - - 2055 400 2056 12,500 2078 1,500 - - 2101 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 23 2 木造 2 2012 2012 15 4 - - - - - - 2057 400 2058 12,500 2080 1,500 - - 2103 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 24 2 木造 2 2013 2013 15 4 - - - - - - 2058 400 2059 12,500 2081 1,500 - - 2104 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 25 2 木造 2 2014 2014 15 4 - - - - - - 2059 400 2060 12,500 2082 1,500 - - 2105 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 26 2 木造 2 2015 2015 15 4 - - - - - - 2060 400 2061 12,500 2083 1,500 - - 2106 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 27 1 木造 2 2016 2016 15 4 - - - - - - 2061 400 2062 12,500 2084 1,500 - - 2107 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 28 1 木造 2 2017 2017 15 4 - - - - - - 2062 400 2063 12,500 2085 1,500 - - 2108 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 29 1 木造 2 2017 2017 15 4 - - - - - - 2062 400 2063 12,500 2085 1,500 - - 2108 400 2 2 0 0 0 0 0
ウッドタウン 30 1 木造 2 2017 2017 15 4 - - - - - - 2062 400 2063 12,500 2085 1,500 - - 2108 400 2 2 0 0 0 0 0
荒川住宅 1 2 木造 1 2001 2001 15 4 - - - - - - 2046 400 2047 12,500 2069 1,500 - - 2092 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
荒川住宅 2 2 木造 1 2002 2002 15 4 - - - - - - 2047 400 2048 12,500 2070 1,500 - - 2093 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
荒川住宅 3 2 木造 1 2003 2003 15 4 - - - - - - 2048 400 2049 12,500 2071 1,500 - - 2094 400 2 2 800 25,000 25,800 0 0 25,000 800
荒川住宅 4 2 木造 1 2005 2005 15 4 - - - - - - 2050 400 2051 12,500 2073 1,500 - - 2096 400 2 2 800 800 0 0 0 800
酔之尾東団地 1 8 中耐 5 1980 1980 9 - - 2027 3,500 - - 2051 1,000 - - - - - - - - 0 28,000 28,000 0 28,000 0 0
酔之尾東団地 2 8 中耐 5 1980 1980 9 - - 2028 3,500 - - 2051 1,000 - - - - - - - - 0 28,000 28,000 0 28,000 0 0
佐保井住宅 1 5 簡二 2 1976 1976 13 2 - - - - - - 2039 1,000 2040 13,000 2062 1,500 - - 2085 600 2 2 5,000 26,000 31,000 0 0 26,000 5,000
佐保井住宅 2 5 簡二 2 1976 1976 13 2 - - - - - - 2040 1,000 2041 13,000 2063 1,500 - - 2086 600 2 2 5,000 26,000 31,000 0 0 26,000 5,000
佐保井住宅 3 5 簡二 2 1976 1976 13 2 - - - - - - 2041 1,000 2042 13,000 2064 1,500 - - 2087 600 2 2 5,000 26,000 31,000 0 0 26,000 5,000
佐保井住宅 4 4 簡二 2 1977 1977 13 2 - - - - - - 2042 1,000 2043 13,000 2065 1,500 - - 2088 600 2 2 4,000 26,000 30,000 0 0 26,000 4,000
佐保井住宅 5 4 簡二 2 1977 1977 13 2 - - - - - - 2043 1,000 2044 13,000 2066 1,500 - - 2089 600 2 2 4,000 26,000 30,000 0 0 26,000 4,000
佐保井住宅 6 4 簡二 2 1977 1977 13 2 - - - - - - 2044 1,000 2045 13,000 2067 1,500 - - 2090 600 2 2 4,000 26,000 30,000 0 0 26,000 4,000
珍ノ山住宅 1 5 簡二 2 1979 1979 16 - - - - - - 2032 600 - - - - - - - - 2 2 3,000 3,000 0 0 0 3,000
中組住宅 1 5 簡二 2 1981 1981 16 - - - - - - 2033 600 - - - - - - - - 0 3,000 3,000 0 0 0 3,000
中組住宅 2 5 簡二 2 1981 1981 16 - - - - - - 2033 600 - - - - - - - - 0 3,000 3,000 0 0 0 3,000
中組住宅 3 3 低耐 2 1984 1984 18 - - - - - - 2054 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
中組住宅 4 4 低耐 2 1984 1984 18 - - - - - - 2054 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
中組住宅 5 5 低耐 2 1985 1985 18 - - - - - - 2055 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
日ノ出住宅 A 24 中耐 4 1996 1996 8 - - 2029 2,000 - - 2066 1,000 - - - - - - - - 0 48,000 48,000 0 48,000 0 0
日ノ出住宅 B 16 中耐 4 1997 1997 8 - - 2030 2,000 - - 2067 1,000 - - - - - - - - 0 32,000 32,000 0 32,000 0 0
日ノ出住宅 C 18 中耐 3 1998 1998 8 - - 2031 2,000 - - 2068 1,000 - - - - - - - - 0 36,000 36,000 0 36,000 0 0
日ノ出住宅 D 24 中耐 4 2000 2000 8 - - 2032 2,000 - - 2070 1,000 - - - - - - - - 0 48,000 48,000 0 48,000 0 0
日ノ出住宅 E 16 中耐 4 2001 2001 8 - - 2033 2,000 - - 2071 1,000 - - - - - - - - 0 32,000 32,000 0 32,000 0 0
平佐原住宅 1 9 中耐 3 2003 2003 8 - - 2034 2,000 - - 2073 1,000 - - - - - - - - 0 18,000 18,000 0 18,000 0 0
平佐原住宅 2 9 中耐 3 2005 2005 8 - - 2035 2,000 - - 2075 1,000 - - - - - - - - 0 18,000 18,000 0 18,000 0 0
酔之尾東団地(定住促進住宅 ) 1 32 中耐 5 1980 1980 9 - - 2027 3,500 - - 2051 1,000 - - - - - - - - 0 112,000 112,000 0 112,000 0 0
酔之尾東団地(定住促進住宅 ) 2 32 中耐 5 1980 1980 9 - - 2028 3,500 - - 2051 1,000 - - - - - - - - 0 112,000 112,000 0 112,000 0 0
羽島地域振興住宅 1 1 木造 2016 2016 18 - - - - - - 2086 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
羽島地域振興住宅 2 1 木造 2016 2016 18 - - - - - - 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
荒川地域振興住宅 1 1 木造 2018 2018 18 - - - - - - 2088 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
荒川地域振興住宅 2 1 木造 2018 2018 18 - - - - - - 2088 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0
旭地域振興住宅 1 1 木造 2018 2018 18 - - - - - - 2088 1,000 - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0

（2021年-2050年の30年間）　　　　（単位：千円）
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棟

(号棟)

諸元 管理開始 今後の活用計画（住棟類型） 現ストック

戸数 構造 階数
建設

年度

竣工

年度

現ストック

類型

建替後

類型①

建替後

類型②

新規 改善１回目 改善２回目 除却

事業費試算結果 単位：百万円
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 平均

0.0 24.0 21.6 26.8 22.8 24.0 141.6 142.4 50.8 35.2 48.9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料３ 選定指標の解説    

参考－11 

参考資料３ 選定指標の解説 

 

①耐用年限超過（公営住宅法施行令） 

（公営住宅等の処分） 

第十二条  事業主体は、次の表の上欄各項に定める住宅に応じてそれぞれ下欄各項に定める耐

用年限の四分の一を経過した公営住宅を引き続き管理することが災害その他の事由により不適当

となり、かつ、その敷地を公営住宅の敷地として保有する必要がない場合において、当該住宅の

維持保全上適当であると認められるときは、法第四十四条第一項 の規定により、当該住宅（その

敷地を含む。）を、その複成価格を基準として事業主体が定める価額で入居者、入居者の組織す

る団体又は営利を目的としない法人に譲渡することができる。この場合において、災害による損

傷その他特別の事由によりその価額が著しく適正を欠くと認めるときは、事業主体は、国土交通

大臣の承認を得て、別に譲渡の価額を定めることができる。 

よって、本計画では、耐用年限を超過しているか否かで判断する。 

 

 

 

  

  

 

②バス停までの距離 300ｍ 

「都市構造の評価に関するハンドブック 平成 26年８月 国土交通省都市計画局都市計画課」

より、下図に示すとおり、バス停からの距離の満足率が 80％超となる距離が 300ｍとされる。 

よって、本計画では、バス停までの距離が 300ｍ未満か以上かで判断する。距離の測定は「グー

グルマップ」等での図上測定とする。 

 

バス停の誘致距離と満足度の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅 耐用年限 

耐火構造の住宅 70 年 

準耐火構造の住宅 45 年 

木造の住宅 30 年 



      

参考－12 

 

③災害危険の有無 

本計画では、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危

険区域、津波災害警戒区域、津波災害特別警戒区域に指定された区域に属するか否かで判断する。 

 

④法定建替の市街地要件（公営住宅法第 36条第１号要件（市街地要件）） 

公営住宅法第 36 条第１号においては、公営住宅建替事業の施行要件の一つとして、「公営住

宅建替事業により除却すべき公営住宅が市街地の区域又は市街化が予想される区域内の政令で

定める規模以上の一団の土地に集団的に存していること。」と規定されている。 

よって、本計画では、一団の土地の敷地面積が 0.1ha を満たすか否かで判断する。 

 

⑤新耐震基準の適合 

昭和 56 年に建築基準法（施行令）の構造基準が改正され、これを新耐震基準といい、昭和 56

年６月１日以降に建築確認を受けた建物は全て新耐震基準が適用されている。ただし、同年５月

31 日以前に建築確認を受けた建物でも、着工が６月１日以降の場合は規定により原則として新

耐震基準が適用されることになる。 

よって、本計画では、データの制約上、安全側でみることとし、中層耐火造の住棟の建設年度

が昭和 57年以降・56 年以前で新耐震基準の適合を判断する。 

 

⑥２方向避難の確保 

市営住宅のうち、同一階の床面積が 200 ㎡を超える２階建て以上の共同住宅を対象とする。 

よって、本計画では、中層耐火造の住棟について、住棟平面図や写真等から２方向避難の確保

の有無を判断する。 



参考資料３ 選定指標の解説 
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⑦住戸専用面積（３人世帯の最低居住面積水準） 

最低居住面積水準は、住生活基本計画（全国計画）及び鹿児島県計画において定められている

もので、世帯人数に応じ健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関す

る水準をいい、その面積を下表のとおり定めている。現入居者は単身や夫婦のみなど１～２人の

世帯の割合が高いが、今後のコミュニティバランスを考慮して、市営住宅の平均をファミリー世

帯の３人に設定することが望ましいと考えられる。 

よって、本計画では、３人世帯の最低居住面積水準（40 ㎡）を満たすか否かで判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧改善内容、実施時期 

「公営住宅等ストック総合改善事業補助金交付要綱個別改善事業を施行した公営住宅等が、耐

力、耐火性能、耐用年限等を勘案して、当該事業実施後、概ね 10 年間（ただし、家賃対策を実

施する耐震改修実施住宅の場合は概ね 15 年間、第７第１項第二号に係る補助金の交付を受ける

場合は概ね 20 年間）、使用が可能なものであること。ただし、住宅用防災機器又は地上波デジ

タル放送対応設備の設置についてはこの限りではない。」とされており、この期間を超えない範

囲では改善事業は実施できないことに留意する必要がある。 

よって、本計画では、交付金を受けて改善事業を実施した時期が 10年未満か以上かで判断す

る。 

 

 


